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第１章 事業の概要 
 

１．事業全体の概要 
 

（１）目的 
 本事業は、森林・山村多面的機能発揮対策の取組に関して、各都道府県に設置された地域協議会の運

営状況及び活動組織が実施した森林・山村の多面的機能の維持・向上のための活動内容やその効果等に

ついて調査・分析を行うことにより、対策の内容や支援のあり方を評価検証するとともに、対策の情報

提供・共有のため、活動事例集の作成、現地検討会、活動事例の発表会や協議会の情報交換会等を開催

し対策を推進することを目的とする。 

 

（２）履行期間 
 令和３年７月30日 から 令和４年３月18日 まで 

 

 

２．各実施項目の概要 
 本事業において実施した内容を、以下のとおりに項目別に示す。 

 

（１）各都道府県の協議会への調査、情報収集、分析 
各都道府県の地域協議会を対象に、他の地域協議会の参考となる活動事例や、各地域協議会が抱える

課題等を把握し、森林・山村多面的機能発揮対策の効果や次期対策の内容を検討するためのアンケート

及びヒアリング調査を実施した。 

 

１）アンケート調査の概要 
地域協議会の組織体制や活動状況等を把握するため、WEBによるアンケートを全地域協議会（45 団

体）に実施し、回答内容を整理、分析した。 

 

アンケート調査（地域協議会）の実施状況 

項目 内容 

目的 本交付金における地域協議会の取組状況や課題の把握 

対象 全ての地域協議会（45団体※） 

調査日 令和３年９月14日（火） ～ 令和３年９月30日（木） 

設問数 全45問 

調査方法 Eメール 

回収率 100％（全 45 団体が提出） 

※東京都、埼玉県、神奈川県の１都２県の事業の実施主体は「一般財団法人都市農山漁村交流活

性化機構」であるため、45団体となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

[関連する記載箇所] 

・調査結果の概要→第２章１ 

・アンケート調査票→資料編 
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２）モニタリング調査結果報告書の収集、分析 
活動組織から地域協議会に提出されたモニタリング結果報告書及び活動計画書に記載されたモニタリ

ング調査方法等を収集し、令和２年度のモニタリング調査結果（目標達成度）のとりまとめ、分析を行

った。また、モニタリング調査結果報告書の各項目について内容を確認し、記載状況や記載の有無につ

いて確認した。 

 

モニタリング調査結果報告書の収集、分析の概要 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

収集資料 令和２年度分のモニタリング結果報告書（様式第19号） 

対象団体 全国の活動組織 合計1,109団体 

調査方法 活動組織が各地域協議会に提出した「モニタリング結果報告書（様式第19号）」を

各地域協議会より収集、入力し、その結果を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）事業者向けチェックシートの収集、分析 
令和３年度より、「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向けチ

ェックシート（以下「作業安全チェックシート」という。）」の提出を義務化した。 

実施要領別紙３ 第４ ４（４）キにより、活動組織から地域協議会に提出された作業安全チェックシ

ートを収集し、活動組織の取組状況についての分析を行った。 

 

事業者向けチェックシートの収集・分析の概要 

項目 内容 

目的 本交付金における作業安全確保のための対策状況、事故発生時への備え等を把握 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

収集資料 実施要領別紙３ 第４ ４（４）キ「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範

（個別規範：林業）事業者向けチェックシート」 

対象団体 全国の活動組織 合計1,109団体 

調査方法 森林・山村多面的機能発揮対策実施要領の様式により、地域協議会から提出された

令和３年度の「作業安全チェックシート」を収集し、その結果をデータベース（一

覧表）として集計するとともに、記載内容の分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

  

[関連する記載箇所] 

・調査結果の概要→第２章２ 

[関連する記載箇所] 

・調査結果の概要→第２章３ 
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（２）活動組織へのアンケート調査、整理、分析 
 本交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握するため、令和３年度に活動予定の活動組織に対

してアンケート調査を実施し、回答内容を整理、分析した。 

 

１）アンケート調査（活動組織）の概要 
活動組織を対象に書面及びWEBによるアンケートを実施した。以下に実施状況を示す。 

 

アンケート調査（活動組織）の実施状況 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容及び活動の効果の把握 

対象 令和３年度に活動を実施予定の活動組織 

（合計1,128団体※アンケート発送時点） 

調査期間 令和３年９月15日（水） ～ 令和３年10月１日（金） 

設問数 全31問 

調査方法 Eメールを基本とし、希望する活動組織には郵送でアンケート調査票を送付 

回収率 43.7％（回答493団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）アンケート又はヒアリング調査に関する補足調査 
（２）の１）でアンケート調査を実施した活動組織のうち、令和３年度に活動を実施予定の活動組織

（活動事例集に掲載する15団体）を対象に、山村地域における活動の効果（人的、経済的、環境整備的

等）をより具体的に把握するため、保管情報を収集する聞き取り調査を行い、内容のとりまとめを行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

  

[関連する記載箇所] 

・調査結果の概要→第３章１ 

・アンケート調査票→資料編 

[関連する記載箇所] 

・調査結果の概要→第３章２ 



 

4  

３）山村地域における活動の効果チェックシートによる自己評価表の収集、分析 
「森林・山村多面的機能発揮に対する効果チェックシート（以下「効果チェックシート」とい

う。）」を活用して、令和２年度に交付金の交付を受けた活動組織を選定し、交付金による活動の広が

りや持続性、地域貢献に関する効果の自己評価表を可能な範囲で収集し、とりまとめ、分析を行った。 

 

効果チェックシートの収集、調査の概要 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動の効果の把握 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

収集資料 令和２年度分の森林・山村多面的機能発揮に対する効果チェックシート（様式第

20号別紙２） 

対象団体 全国の活動組織 合計1,109団体 

調査方法 森林・山村多面的機能発揮対策実施要領の様式第20号別紙２により、地域協議会

から提出された令和２年度の「森林・山村多面的機能発揮に対する効果チェック

シート」を収集し、その結果を集計するとともに、記載内容の分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）実施状況のとりまとめ報告書に記載された内容のデータベース化 
地域協議会から提出された令和２年度の本交付金に係る「実施状況とりまとめ報告書」に記載された

内容をデータベース化し、その内容をとりまとめ、分析した。 

 

実況状況とりまとめ報告書の収集、調査の概要 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容及び活動の効果の把握 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

収集資料 令和２年度分の森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る実施状況とりまとめ

報告書（様式第22号） 

対象団体 全国の活動組織 合計1,109団体 

調査方法 森林・山村多面的機能発揮対策実施要領の様式第22号により、地域協議会から提

出された令和２年度の「森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る実施状況と

りまとめ報告書」を収集し、その結果をデータベース（一覧表）として集計する

とともに、記載内容の分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

  

[関連する記載箇所] 

・調査結果の概要→第３章３ 

[関連する記載箇所] 

・調査結果の概要→第４章 
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（４）森林・山村多面的機能発揮対策の情報提供・共有 
森林・山村多面的機能発揮対策に関する活動状況等について、地域協議会や活動組織等の関係者に発

信・共有することを目的とした事例集等の各種資料の作成、更新を行った。 

 

１）活動事例集の作成 
（１）の１）のアンケート調査を実施した地域協議会及び（２）の１）のアンケート調査を実施した

活動組織のうち、広く一般に紹介できるような活動を実施している地域協議会（５団体）、活動組織

（15団体）を選択し、現地で補完情報の聞き取り調査を行い、その結果を基に活動事例集を作成した。 

あわせて、交付金活用終了後の活動組織（６団体）についても、持続性等の観点から聞き取り調査を

行い、その結果を基に活動事例集を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）モニタリング調査のガイドライン普及に向けた現地検討会の開催 
モニタリング調査の意義や方法、目標達成度の記載方法等、ガイドラインの内容の普及や有効な調査

の実施に向けての開催を検討・調整した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）活動事例の発表会及び協議会の情報交換会等の開催 
活動事例集作成にあたり調査した活動組織、地域協議会を全国の地域協議会や都道府県の関係者と共

有するため、「森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナー（以下「普及セミナー」という。）」を開

催した。あわせて上記関係者に対し普及セミナーに係るアンケート調査を行いとりまとめた。 

（４）の１）により調査した活動事例のうちから数例の活動を選択し、全国の地域協議会や都道府県

の関係者と共有するため、全国の協議会や都道府県の関係者がアクセス可能な専用サイトを作成し、そ

のサイトにおいてYouTubeでの事例紹介の動画配信を行った。 

併せて、WEB形式で地域協議会や都道府県からの疑問点や困り事を受け付け、回答する「個別打合

せ」も開催した。 

 

普及セミナーの開催概要 

項目 内容 

目的 本交付金の取組推進の上で参考となる取組等の共有 

対象 各地域協議会（45団体）、各都道府県の交付金担当課（47団体） 

開催日時 令和３年２月８日（火） 

開催方法 専用サイトでの動画配信（YouTube） 

WEB形式による個別打合せ 

掲載動画 事例① 「放置竹林の整備と資源の活用に挑戦しながら、地域に寄り添う」 

狩蔵てごり（宮崎県） 

事例② 「認知症の人達と共に行う竹林整備」 

HATARAKU認知症ネットワーク町田（東京都） 

[関連する記載箇所] 

・作成の経緯等→第５章１ 

・活動事例集→資料編 

[関連する記載箇所] 

・現地検討会の概要→第５章２ 
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項目 内容 

事例③ 「台風被害の復興と交流を通じた関係人口作り」 

いちはら里山エネルギー（千葉県） 

事例④ 「地域の森林をビジネスチャンスに～関係人口の創出と林床ビジネス～」 

針生地区森林活性化活動組織（福島県） 

事例⑤ 「地域協議会としての支援事例」 

熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会（熊本県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）スキルアップ研修の開催 
地域協議会の活動組織への指導能力向上のため、地域協議会の担当者を対象に、先進事例（本交付金

交付対象外の事例も含む）の共有やワークショップ、有識者による講演等を内容とするスキルアップ研

修を開催した。 

 

スキルアップ研修の開催概要 

項目 内容 

目的 地域協議会の活動組織への指導能力向上のため、本交付金の取組推進の上で参考

となる事例の紹介や地域協議会同士の意見交換、意識の共有 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

開催日時 令和３年10月27日（水）～令和３年10月29日（金） 

開催方法 現地開催及びWEB形式（参加者が個別選択） 

プログラム 

内容 

【１日目】 

  ①スキルアップ研修の概要説明 

  ②林野庁からの説明「森林・山村多面的機能発揮対策について」 

【２日目】 

  ①活動目標とモニタリング調査の手法について 

  ②森林景観づくり 活動の多様な考え方について 

  ③交付金活用団体の組織基盤づくり方法について 

  ④多面的交付金活用をきっかけにした活動展開事例① 

  ⑤多面的交付金活用をきっかけにした活動展開事例② 

【３日目】 

  ワークショップ 

  「①モニタリング調査」「②持続的な組織基盤づくり」 

 

 

 

 

 

 

 

  

[関連する記載箇所] 

・普及セミナーの概要→第５章３ 

[関連する記載箇所] 

・スキルアップ研修の概要→第５章４ 

・講演資料→資料編 
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５）森林・山村多面的機能発揮対策交付金の手引きの改訂（案）等の作成 
（１）及び（２）の調査、（４）による支援等により明らかとなった参考事例や課題等を踏まえ、現

行のモニタリング調査ガイドラインについて、改訂(案)の作成を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）アドバイザーの設置及び利用体制の構築 
活動組織及び地域協議会が適宜技術的支援を受けられるようアドバイザーを設置し、その利用体制を

構築した。 

本交付金の活動内容に応じて活動組織及び地域協議会に対して指導、助言を行うことができる有識者

をアドバイザーに選任して都道府県ごとにとりまとめ、活動組織及び地域協議会が必要に応じ支援を受

けられるよう、支援体制や支援の申請方法を整理し、活動組織及び地域協議会、都道府県、市町村に周

知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）事業評価の方法の検討 
 森林・山村多面的機能発揮対策交付金における事業評価の方法について検討を行った。 

 従来の事業評価の方法に加え、今後の中期及び長期を見据えた事業評価の方法についても検討を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

[関連する記載箇所] 

・文書等の改訂、検討内容→第５章５ 

・モニタリング調査ガイドライン（改

訂版）→資料編 

[関連する記載箇所] 

・アドバイザーの概要→第６章 

[関連する記載箇所] 

・事業評価の方法→第７章 
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（７）検討委員会の開催 
森林・山村多面的機能発揮対策の内容等について専門的な見地から検討を行い、令和５年度からの次

期対策についての提言を行うため、有識者６名からなる「森林・山村多面的機能 発揮対策評価検証事

業検討委員会」を設置し、検討委員会を３回開催した。 

 

森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会 委員一覧 

氏名（敬称略） 所属・役職 備考 

山本 信次 岩手大学農学部 教授 委員長 

井野 道幸 熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長  

丹羽 健司 特定非営利活動法人 地域再生機構 木の駅アドバイザー  

原田 明 一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構 コミュニティービジネ

スチーム長 

委員 

古瀬 繁範 特定非営利活動法人 地球と未来の環境基金 理事長  

三木 敦朗 信州大学農学部 助教  

〔委託者〕林野庁  〔事務局〕ランドブレイン株式会社 

 

各回の主な検討議題を以下に示す。 

 

検討委員会の開催状況 

回数 開催日時 開催方式 検討議題 

第１回 
令和３年11月

25日（木） 
WEB形式 

（１）令和３年度検討委員会について 

（２）令和２年度検討委員会の振り返りと本年度事業について 

（３）令和４年度以降に向けた本事業の方向性について 

第２回 
令和４年１月

18日（火） 
WEB形式 

（１）第１回検討委員会の振り返り 

（２）事業の成果と課題 

（３）モニタリング調査ガイドラインの改定 

（４）事業の評価方法の検討 

第３回 
令和４年３月

４日（金） 
WEB形式 

（１）第２回検討委員会の振り返り 

（２）令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策 

   についての提言（案） 

（３）モニタリング調査のガイドライン改訂版（案） 

（４）事業の評価方法（案） 

（５）本事業に係るセミナー等の開催結果報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策に向けた提言 
本交付金の趣旨や、これまでの経緯等を踏まえた本交付金のあり方や方向性等について、森林・山村

多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会 委員等からの意見等を踏まえて、提言として整理した。 

 

 

 

 

  

[関連する記載箇所] 

・検討委員会の開催概要→第８章 

[関連する記載箇所] 

・提言→第９章 



 

9  

第２章 地域協議会への調査、情報収集、分析 
 

各都道府県の地域協議会を対象に、他の地域協議会の参考となる活動事例や各地域協議会が抱える課

題等を把握し、森林・山村多面的機能発揮対策の効果や次期対策の内容を検討するためのアンケート調

査を実施した。 

 

１．アンケート調査の概要 
地域協議会の組織体制や活動状況等を把握するため、WEBによるアンケートを、全地域協議会（45 団

体）を対象に実施し、回答内容を整理、分析した。 

 

 

（１）アンケート項目の検討 
発注者と協議して、アンケート項目及び内容を確定し、調査書式を作成した。（調査書式は巻末の資

料編を参照。） 

 

 

（２）調査方法等 
作成した調査書式はＥメール（電子ファイル）にて送付した。アンケート調査の概要を以下に示す。 

 

アンケート調査（地域協議会）の実施状況 

項目 内容 

目的 本交付金における地域協議会の取組状況や課題の把握 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

調査日 令和３年９月14日（火） ～ 令和３年９月30日（木） 

設問数 全45問 

調査方法 Eメール 

回収率 100％（全 45 団体が提出） 

 

［調査時の工夫点など］ 

〇回収方法 

   Ｅメールにより受け付けた。なお、締切日を過ぎても回答のない地域協議会に対して、電話によ

る提出依頼を行い、回収率100%を達成した。 
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88.9

68.9

73.3

57.8

88.9

82.2

80.0

82.2

57.8

53.3

64.4

68.9

31.1

11.1

2.2

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

作業の実施状況の確認

作業⽅法についての助⾔・相談対応

作業時の安全対策の実施状況の確認

作業時の安全対策についての助⾔・相談対応

活動対象地の森林の状態の確認

活動対象地の位置・⾯積・境界の確認（図⾯との照合等）

本交付⾦で購⼊された資機材・物品の利⽤状況の確認

モニタリング調査の調査区（標準地）の設定状況の確認

モニタリング調査についての助⾔・相談対応

モニタリング調査の調査結果の妥当性の確認

活動記録や⾦銭出納簿等の事務書類の記録状況の確認

事務書類の作成について助⾔・相談対応

活動対象地周辺への影響の有無の確認

その他（自由記述）

特に意識して確認していることはない

無回答

26.7

17.8

71.1

2.2

68.9

42.2

46.7

20.0

20.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

書類作成のための説明会の開催

書類作成に当たっての独自の Q&A の作成・公開・配布

書類記⼊例の作成・公開・配布

書類作成を指導・⽀援する別団体の紹介・斡旋

貴協議会事務所にて相談が可能な旨の連絡・周知

書類作成状況についての事前確認の実施

提出物に関するリストの作成・公開・配布

以外の書類の独自様式の作成

その他（自由記述）

無回答

（３）アンケート調査結果の集計及び分析 
アンケート調査を踏まえて、各都道府県の地域協議会における取組状況や課題等について分類、整理

した結果を以下に示す。 

 

１）本交付金の申請・報告作業について 
① 令和２年度と令和３年度において、現地調査（現地視察）の際に行った確認や助言について教えて

ください。 

作業実施状況や活動対象地、安全対策の実施状況等の確認を行うとともに、作業方法や事務書類に

対する助言を行っている地域協議会が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=45（複数回答） 

 

② 令和２年度の申請書や年度末における実施状況報告書等の関連書類の円滑な提出のために、貴協議

会が行った具体的な支援の内容について教えてください。 

書類記入例の作成・公開・配布や地域協議会事務所での相談が可能な旨の連絡・周知を行っている

地域協議会が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=45（複数回答） 
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42.2

20.0

53.3

11.1

2.2

0.0

20.0

35.6

6.7

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

モニタリング調査の際に貴協議会の担当者も参加し、適宜助⾔を⾏う

モニタリング調査を実施する上で参考となる資料を独自に作成した

モニタリング調査を実施する上で参考となる資料の紹介を⾏っている（独自作成除く）

モニタリング調査についての助⾔や⽀援が可能な個人（専⾨家）の紹介を⾏う

本交付⾦を取得している活動組織から、モニタリング調査についての助⾔や⽀援が可能な団体を紹介している

本交付⾦を取得していない団体から、モニタリング調査についての助⾔や⽀援が可能な団体を紹介している

モニタリング調査の実施⽅法に関する講習会・学習会を実施する

その他（自由記述）

モニタリング調査に関連して、特に⽀援は⾏っていない

無回答

55.6

13.3

33.3

46.7

40.0

11.1

8.9

28.9

13.3

6.7

6.7

6.7

2.2

8.9

11.1

8.9

20.0
2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

どのような調査を⾏えばよいのかわからない

ガイドラインに、⽬指す森林の状態を把握するのに適した調査⽅法がない

調査区（標準地）をどこに設定すればよいのかわからない

どのように数値⽬標を決めればよいのかわからない

数値⽬標をどれくらいに設定すればよいのかわからない

いつ初回調査を⾏えばよいのかわからない

いつ年次調査を⾏えばよいのかわからない

モニタリング結果報告書にどんな数値を書けばよいのかわからない

モニタリング結果報告書にどんな写真を添付すればよいのかわからない

モニタリングの調査⽅法の変更をどのようにすればよいのかわからない

モニタリングの数値⽬標の変更をどのようにすればよいのかわからない

モニタリングの調査区(標準地)の変更をどのようにすればよいのかわからない

積雪や災害被害等で、モニタリング調査を実施できない

モニタリング調査の結果が悪く、数値⽬標を達成できる⾒込みがない

独自の調査⽅法でモニタリングを実施したい

その他（自由記述）

特にモニタリング調査について問い合わせはない

無回答

２）モニタリング調査について 
① 令和２年度と令和３年度において、活動組織がモニタリング調査を円滑に進められるようにするた

めに、貴協議会が実施した支援の内容について教えてください。 

モニタリング調査を実施する上で参考となる資料の紹介や地域協議会担当者のモニタリング調査の

現場への参加、また、現場において適宜助言を行っている地域協議会が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=45（複数回答） 

 

② 令和２年度と令和３年度において、活動組織がモニタリング調査を行うにあたり、貴協議会に寄せ

られた問い合わせの内容について教えてください。 

どのような調査を行えばよいかわからない、どのように数値目標を決めればよいのかわからない、

数値目標をどのくらいに設定すればよいのかわからない等の意見が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=45（複数回答） 
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55.6

24.4

53.3

33.3

15.6

44.4

40.0

55.6

55.6

4.4

4.4

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

安全講習会の実施（地域協議会｟事務局団体を含む｠が主催あるいは共催するもの）

他団体（自治体等）が主催する安全講習会への参加呼びかけや案内の送付

安全装備購⼊等の安全対策に交付⾦を利⽤するように指導

保険加⼊の斡旋

安全対策の不備が⾒つかった場合の事情確認

安全マニュアルの配布・紹介（※独自に作成したものでなくても構いません）

記録写真による活動組織の安全対策の実施状況の確認と指導

現地確認の際の活動組織の安全対策の実施状況の確認と指導

事故情報に関する周知等の安全に関する注意喚起

その他（自由記述）

特に安全対策を推進するための取組は実施していない

無回答

33.3

8.9

28.9

13.3

2.2

46.7

17.8

0.0

8.9

24.4

0.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

講師の紹介・斡旋

講習内容の指導

講習に役⽴つマニュアル等の資料の配布・紹介

活動組織内の講師候補向けの安全講習の実施

活動組織内の講師候補向けに、他の活動組織の安全講習の紹介、参加呼びかけ

地域協議会主催の安全講習会の実施

都道府県が実施する安全講習会の紹介

市区町村が実施する安全講習会の紹介

その他（自由記述）

活動組織に義務づけられた講習に関連して、特に⽀援は⾏っていない

無回答

３）技術的支援について
①令和２年度と令和３年度において、貴協議会が所轄管内での活動組織の安全対策を推進するため

に、活動組織に対して行っている取組について教えてください。

安全講習の実施、安全対策の実施状況の確認と指導、事故情報の周知などの安全に関する注意喚起

等を行っている地域協議会が多い。 

n=45（複数回答） 

②令和２年度と令和３年度において、活動組織で実施される安全講習や森林施業技術向上のための講

習を円滑に実施できるようにするために、貴協議会が行っている支援について教えてください。

地域協議会主催の安全講習会の実施、講師の紹介・斡旋、講習に役立つマニュアル等の資料の配

布・紹介を行っている地域協議会が多い。 

その一方、活動組織に義務付けられた講習に関連して、特に支援を行っていない地域協議会が２割

以上存在している。 

n=45（複数回答） 
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6.7

13.3

48.9

31.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

交付⾦活動終了後の活動組織のほとんどについて活動状況を把握している

交付⾦活動終了後の活動組織の半数程度について活動状況を把握している

交付⾦活動終了後の活動組織のうち⼀部について活動状況を把握している

交付⾦活動終了後の活動組織の活動状況はほとんど把握していない

無回答

33.3

4.4

2.2

0.0

0.0

15.6

53.3

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

本交付⾦以外に活⽤可能な補助制度の紹介

林産物の販売収⼊に関する情報を提供

活動の自⽴に向けて協⼒団体を紹介

過去に自⽴化に成功した活動団体の事例を紹介

該当団体の web サイトへのリンクを地域協議会の web サイトに掲載

その他（自由記述）

特に⽀援は⾏っていない

無回答

75.6

44.4

62.2

37.8

26.7

20.0

24.4

20.0

8.9

11.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

森林整備や森林資源利⽤の技術的知⾒

参考となる優良事例の情報提供

安全確保についての技術的知⾒

⽀援⾦終了後の持続可能な活動のための⽀援

本交付⾦以外の補助⾦、⽀援⾦の情報

団体自⽴に向けた資⾦調達⽅法に関する知⾒

各種団体との紹介、コネクション

情報発信や各種団体との関係構築手法

その他（自由記述）

特に期待はしていない

無回答

４）活動組織へのフォローアップについて
①本交付金の活動を終了した活動組織のうち、貴協議会がその後の活動状況について把握している組

織がどの程度あるか教えてください。

交付金終了後の活動組織うち一部について活動状況を把握している地域協議会が約半数いる一方

で、ほとんど把握していない地域協議会も約３割存在している。 

n=45（単数回答） 

②本交付金の活動を終了する活動組織に対して、活動を継続するための支援を貴協議会が行っていま

したら具体的な内容について教えてください。

特に支援は行っていない地域協議会が約半数いる一方で、本交付金以外の活用可能な補助制度の紹

介を行っている地域協議会が約３割存在している。 

n=45（複数回答） 

③今年度からアドバイザー制度が実施されます。アドバイザー制度により期待する支援分野・内容に

ついて教えてください。

森林整備や森林資源利用の技術的知見や安全確保についての技術的知見などに期待する地域協議会

が多い。 

n=45（複数回答） 



 

14  

6.7%

6.7%

2.2%

6.7%

4.4%

4.4%

44.4%

6.7%

73.3%

55.6%

80.0%

48.9%

64.4%

28.9%

13.3%

37.8%

15.6%

26.7%

15.6%

22.2%

13.3%

35.6%

26.7%

37.8%

51.1%

4.4%

6.7%

17.8%

2.2%

11.1%

4.4%

6.7%

8.9%

22.2%

17.8%

4.4%

6.7%

6.7%

53.3%

31.1%

6.7%

11.1%

22.2%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

森林管理を⾏う人材の育成

関連する企業からの⽀援

活動を継続するための財源の確保

活動を⾏う上での安全性の確保

森林由来の資源の利⽤の増加

森林の整備による景観の改善

地域(集落)のコミュニティの活性化

森林・林業に関する理解の向上

関連する人や団体間の連携・協⼒

交付⾦終了後の活動組織の継続性

十分取り組みが進んでいる ある程度取り組みが進んでいる

どちらともいえない やや取組が進んでいない

取組が進んでいない よくわからない

無回答

５）その他 
① 貴協議会の所轄管内にある活動組織の活動の成果における全体的な傾向として、下記に示す項目に

関する進捗状況について、貴協議会から見た印象を教えてください。 

森林の整備による景観の改善や活動を行う上での安全性の確保、森林・林業に関する理解の向上な

どが成果として挙げられている一方で、交付金終了後の活動組織の持続性や関連する人や団体間の連

携・協力、活動を継続するための財源の確保などは、一定の課題が残る結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=45（単数回答） 

 

② 令和３年度より「関係人口創出・維持タイプ」を創設しました。これに関連して、貴協議会が把握

している、あるいは活動組織から寄せられたご意見より「関係人口創出・維持タイプ」の活用例や

取組における課題などがありましたら教えてください。 

 

✓ 大学と連携し、里山の整備活動をはじめ地域社会の持続的発展に向けたワークショップやディ

スカッションなど様々な活動を協働して行うこととしている。 

✓ 障がい者支援施設との連携を予定している活動組織があり、今後、地域の障がい者の活動とし

て里山整備をしたり、林産物を作り、販売することで、施設の活動の幅が広がる可能性がある

と考えている。 

✓ 新型コロナウィルス感染対策の関係で、県外（他地域）との交流が自粛させられる状況である

ため、関係人口創出に向けた活動の実施ができていない。また、今後の状況も読めない中で、

その活動実施の見通しも立てることが難しい。 

✓ 採択申請書に関係人口創出・維持タイプの相手先及び活動内容を記載する必要があったため、

その事前調整に時間を要した。また、今年度は、取組の初年度ということで、その調整に特に

苦労した。 

✓ ほとんどの活動組織が、関係人口創出・維持タイプに関心をもち、同タイプを盛り込んだ計画

案を作成した組織も多くなっている。しかしながら、相手先との事前調整など、活用条件が厳

しいため、多くの活動組織が申請を躊躇している。既に地域外からの受入実績がある活動組織

であっても申請が難しいのではないかと思う。 

✓ 関係人口創出・維持タイプについては、受入側の環境整備が主な交付金の使途であり、活動組

織が関係人口を増やすためのイベント開催には適用されないため、積極的に活用する組織が少

なくなっている。 

等 
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２．モニタリング調査結果報告書の収集、分析 

活動組織から地域協議会に提出されたモニタリング調査結果報告書及び活動計画書に記載されたモニ

タリング調査方法等を収集し、令和２年度のモニタリング調査結果（目標達成度）のとりまとめ及び分

析を行った。また、モニタリング調査結果報告書の各項目について内容を確認し、記載状況や記載の有

無について確認した。

（１）モニタリング調査結果報告書の収集
地域協議会（全45団体）から、令和２年度のモニタリング結果報告書を収集した。収集状況を以下に

示す。 

モニタリング調査結果報告書の収集、分析結果の概要

項目 内容 

調査目的 交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握 

調査方法 活動組織が各地域協議会に提出した「モニタリング結果報告書（様式

第19号）」を各地域協議会より収集、入力し、その結果を分析した。 

対象 全国の活動組織（全1,109団体） 

回収数 2,212通※１つの活動組織が複数の実践地で活動を行っている場合があ

るため、モニタリング調査の数が活動組織数を超過する。 

有効回答数（集計数） 2,212通※１つの活動組織が複数の実践地で活動を行っている場合があ

るため、モニタリング調査の数が活動組織数を超過する。 

（２）とりまとめ項目の検討
とりまとめ項目及び内容は以下のように整理した。

モニタリング調査結果報告書のとりまとめ項目及び内容

項目 内容 

活動タイプ ・地域環境保全タイプ(里山林保全活動)

・地域環境保全タイプ(侵入竹除去、竹林整備活動)

・森林資源利用タイプ

モニタリング調査方法 ・木の混み具合

・相対幹距比

・胸高断面積

・間伐率

・見通し

・下層植生

・刈払い

・植栽木の成長量

・萌芽再生率

・苗木の活着状況

・樹木の本数

・タケの本数

・ササの侵入率

・幹材積量

・木材資源利用

・特用林産物等利用

・上記以外の調査

・未記入（空欄）
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項目 内容 

活動の目標 ・定量的な目標（数値目標）設定ができているか

・目標に合わせた状況把握ができているか

・未記入

標準地の状況 活動前 ・定量的に標準地の状況を把握できているか

・目標に合わせた状況把握ができているか

・未記入

活動１～３年目 ・定量的に標準地の状況を把握できているか

・目標に合わせた状況把握ができているか

・未記入

目標の達成度 行政事業レビューに用いる目標達成度を把握するため、令和元年度で

活動を終了した活動組織を対象に、各組織の目標達成度を分析した。

とりまとめにあたっては、以下の達成度区分で整理した。 

＜達成度区分＞ 

１．達成度80％以上 

２．79％以下 

３．定量的な記載なし 

４．空欄・その他（書式の改変により記入欄が欠落している 等） 

（３）とりまとめ、分析

１）モニタリング方法
全活動団体（1,109団体）が本交付金を活用して活動を行っている森林（全３タイプ合計2,212か所）

におけるモニタリング調査方法は、見通し調査が33.5%と最も多く、次いで、タケの本数調査が15.8%、

相対幹距比調査が10.8％の順に多くなっている。 

モニタリング方法別の調査割合（n=2,212 単数回答）

 全体で４番目に多かった「上記以外の調査」については、調査方法を文章で記述した回答が大半を占

め、モニタリング調査ガイドラインで提示した調査方法のいずれに該当するか判別が難しいものが多く
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含まれていたことから分析対象から除外した。令和元年度の調査結果と比べると、「上記以外の調査」

の割合は17%から9.7%まで減少している。 

２）活動の目標
55.9％の活動組織が、定量的な目標（数値目標）を記載している。残りの44.0%の活動組織について

は定性的な目標（明るい森を再生する、昔の里山を取り戻すなど）は記載されているものの、定量的な

記載がなかった。定量的な目標（数値目標）を記載した活動組織は令和元年度と比べ約１割増加してい

る。※令和元年度41％。 

「活動の目標」の記載状況（n=2,212 単数回答） 

３）標準地の状況（活動実施前）
68.6％の活動組織が、標準地の状況（活動実施前）についての定量的な記述を行っており、令和元年

度と比べて、定量的な記述を行った団体は約６％増加している。※令和元年度62％。 

「標準地の状況（活動実施前）」の記載状況（n=2,212 単数回答） 

４）標準地の状況（活動１年目）
56.1％の活動組織が、標準地の状況（活動１年目）についての定量的な記述を行なっていたが、令和

元年度と比べて、定量的な記述を行った団体は約６％減少している。※令和元年度62％。 

「標準地の状況（活動１年目）」の記載状況（n=2,212 単数回答） 



18 

５）目標達成度
行政事業レビューに用いる目標達成度を把握するため、令和２年度で活動を終了した活動組織を対象

に、各組織の目標達成度を分析した。対象となった活動組織は299団体であった。目標達成度のとりま

とめにあたっては以下の区分により整理した。 

＜目標達成度の区分＞ 

  １．達成度80％以上 

  ２．達成度79％以下 

  ３．定量的な記載なし 

  ４．空欄・その他 

 達成度の集計の結果、目標を80％以上達成した活動組織数の割合（目標を達成した活動組織数÷目標

を設定した活動組織数）は、80％と過年度の83%と比べ低くなっている。 

 その要因としては、活動組織へのアンケート調査より「新型コロナウイルスや災害などの影響で予

定していた活動ができなかった」との回答（「モニタリング調査が不達成」と回答したの活動組織72

団体中65.3%）が多く、外出自粛に伴う活動の縮小により、当初の計画通りに活動が実施できなかった

活動組織も少なからずあったと考えられる。 

目標達成状況 

目標達成度 

令和２年度 

活動組織数と対象団体 

（299団体）に占める割合 

令和元年度【参考値】 

活動組織数と対象団体 

（481団体）に占める割合 

１．達成度80％以上 227団体 76% 359団体 75% 

２．達成度79％以下 30団体 10% 73団体 15% 

３．定量的な記載なし 28団体 9% 2団体 0.4% 

４．空欄・その他 14団体 5% 47団体 10% 

※活動組織数が２桁以上の欄は小数点以下を四捨五入しているため、合計値が100％を超過する。

【令和２年度の評価に関する補足事項】 

・評価に必要な「目標設定」、「目標達成度」の記入欄が「空欄」、「書式を改変し、記入欄を削除し

ている」、「近景写真のみが貼付され、説明等がない」などの理由から評価ができないモニタリング

結果報告書（計14団体）は評価対象から除外し（299団体－14団体＝285団体）、285組織を評価対象

として目標達成度を算出した。

・提出されたモニタリング結果報告書のうち、目標達成度欄に定量的な表現（○％、○割など）の記載

がない活動組織が団体あったが、書式に記載された内容や掲載写真を精査※したところ、設定目標を

概ね達成した（達成度80％以上）と見なせる団体、逆に当初の目標が達成できていない（達成度79％

以下）と見なせる団体が含まれていたことから、それぞれ上記の目標達成度の「１」または「２」に

振り分けた。

※目標達成度欄に「達成した」、「ほぼ達成した」、「予定通り実施できた」等の記載がある活動組織

は、概ね設定目標を達成（達成度80％以上）したと見なした。また、目標達成度欄に「予定通り実施

できなかった」、「当初の計画を見直した（変更した）」等の記載がある活動組織は、計画通りに実

施できなかった（達成度79％以下）と見なした。
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３．作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向けチェックシートによる自己評価

表の収集・分析 
 
 令和３年度より、「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向けチ

ェックシート（以下「作業安全チェックシート」という。）」の提出を義務化した。令和３年度に交付

金採択された活動組織に対し、作業安全確保のための対策状況、事故発生時への備え等に関する自己評

価表を収集し、とりまとめ・分析を行った。 

 

（１）作業安全チェックシートの目的 
 「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範）林業」（以下「個別規範」という。）

は、農林水産省に設置された「農林水産業・食品産業の現場の新たな作業安全対策に関する有識者会

議」の議論を経て、林野庁において定めたもので、林業を営む会社や森林組合の経営者のほか、雇用者

のいない一人親方や家族経営の世帯主の方々が、作業安全対策の推進のために取り組むべき事項を示し

たものである。 

 本個別規範を活用し、本交付金における作業安全確保のための対策状況、事故発生時への備え等を把

握する。 

 

作業安全チェックシートの収集、調査の概要 

項目 内容 

調査方法 森林・山村多面的機能発揮対策実施要領の様式により、地域協議会か

ら提出された令和３年度の「作業安全チェックシート」を収集し、そ

の結果をデータベース（一覧表）として集計するとともに、記載内容

の分析を行った。 

対象 全国の活動組織（全1,109団体） 

回収数 1,030通（回収率92.9%） 

有効回答数（集計数） 1,030通（回収率92.9%） 
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60.3%

64.9%

85.4%

66.9%

73.5%

64.8%

28.3%

25.2%

12.4%

16.5%

13.8%

23.0%

9.9%

8.3%

4.9%

4.4%

8.1%

11.8%

8.3%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的な目標を設定する。

知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選任する。

作業安全に関する研修・教育等を受ける。また、作業安全に関する最

新の知見や情報の幅広い収集に努める。

適切な技能や免許等が必要な業務には、有資格者を就かせる。

職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全意識を周

知・徹底する。

安全対策の推進に向け、従事者の提案を促す。

実施 今後、実施予定 実施していない 該当しない

（２）調査結果 
 調査結果の概要を以下に示す。 

 

１）作業安全確保のために必要な対策を講じる点について 
１―（１）人的対応力の向上について 

 「作業安全に関する研修・教育等を受ける。また、作業安全に関する最新の知見や情報の幅広い収集

に努める。」は、８割以上の活動組織が、「職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全

意識を周知・徹底する。」は７割以上の活動組織が実施していると回答している。 

 他の４項目についても、６割以上の活動組織が実施している（または２割前後の活動組織が今後、実

施予定）と回答しており、作業安全確保に関する人的対応力の向上の対応状況がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
作業安全チェックシート「人的対応力の向上」の対応状況（n=1,030 単数回答） 
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88.6%

91.6%

91.5%

54.3%

95.5%

36.3%

7.8%

5.4%

7.8%

21.8%

4.3%

36.5%

15.7%

23.4%

2.7%

2.2%

8.2%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関係法令等を遵守する。

高性能林業機械やチェーンソー等、資機材等の使用に当たっては、

取扱説明書の確認等を通じて適切な使用方法を理解する。

作業に応じ、安全に配慮した服装や保護具等を着用する。

日常的な確認や健康診断、ストレスチェック等により、健康状態の

管理を行う。

作業中に必要な休憩をとる。また、暑熱環境下では水分や塩分を摂

取する。

作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック及び指導を受け

る。

実施 今後、実施予定 実施していない 該当しない

89.3%

93.7%

86.6%

5.6%

4.9%

7.2% 1.8%

4.4%

1.2%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

燃料や薬剤など危険性・有害性のある資材は、適切に保管し、安全

に取り扱う。

機械や刃物等の日常点検・整備・保管を適切に行う。

資機材、設備等を導入・更新する際には、可能な限り安全に配慮し

たものを選択する。

実施 今後、実施予定 実施していない 該当しない

１―（２）作業安全のためのルールや手順の順守について 

 「関係法令等を遵守する。」、「高性能林業機械やチェーンソー等、資機材等の使用に当たっては、

取扱説明書の確認等を通じて適切な使用方法を理解する。」、「作業に応じ、安全に配慮した服装や保

護具等を着用する。」、「作業中に必要な休憩をとる。また、暑熱環境下では水分や塩分を摂取す

る。」については、概ね９割の活動組織が実施していると回答している。 

 一方で、「日常的な確認や健康診断、ストレスチェック等により、健康状態の管理を行う。」は約５

割の活動組織が、「作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック及び指導を受ける。」は約３割

の活動組織が実施していると回答しており、他の項目と比べて実施できていないことがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
作業安全チェックシート「作業安全のためのルールや手順の順守」の対応状況（n=1,030 単数回答） 

 

１―（３）資機材、設備等の安全性の確保について 

 「燃料や薬剤など危険性・有害性のある資材は、適切に保管し、安全に取り扱う。」、「機械や刃物

等の日常点検・整備・保管を適切に行う。」、「資機材、設備等を導入・更新する際には、可能な限り

安全に配慮したものを選択する。」については、概ね９割の活動組織が実施していると回答しており、

資機材、設備等の安全性の確保に関しては、高い実施状況であることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
作業安全チェックシート「資機材、設備等の安全性の確保」の対応状況（n=1,030 単数回答） 
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82.4%

59.2%

36.7%

81.3%

74.9%

8.4%

10.1%

40.2%

14.2%

15.2%

2.3%

5.6%

15.7%

1.9%

3.8%

6.8%

25.1%

7.4%

2.6%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場や個人の状況に応じ、適切な作業分担を行う。また、日々の健康

状態に応じて適切に分担を変更する。

高齢者を雇用する場合は、高齢者に配慮した作業環境の整備、作業管

理を行う。

安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化又は可

視化し、全ての従事者が見ることができるようにする。

現場の危険箇所を予め特定し、改善・整備や注意喚起を行う。

４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）活動を行う。

実施 今後、実施予定 実施していない 該当しない

63.9%

35.6%

25.4%

42.6%

8.7%

18.7%

2.0%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤリ・ハッ

ト事例を積極的に収集・分析・共有し、再発防止策を講じるとともに

危険予知能力を高める。

実施した作業安全対策の内容を記録する。

実施 今後、実施予定 実施していない 該当しない

１―（４）作業環境の改善について 

 「職場や個人の状況に応じ、適切な作業分担を行う。また、日々の健康状態に応じて適切に分担を変

更する。」、「現場の危険箇所を予め特定し、改善・整備や注意喚起を行う。」は、８割以上の活動組

織が、「４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）活動を行う。」は７割以上の活動組織が実施していると回答

している。 

 一方で、「安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化又は可視化し、全ての従事

者が見ることができるようにする。」は約３割の活動組織が実施しているとの回答に留まっており、他

の項目と比べて実施できていないことがうかがえる。 

 ※「高齢者を雇用する場合は、高齢者に配慮した作業環境の整備、作業管理を行う。」は６割弱の活

動組織が実施となっているが、「該当しない」活動組織も多いため、高齢者がメンバーにいる活動

組織の大半は実施していると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
作業安全チェックシート「作業環境の改善」の対応状況（n=1,030 単数回答） 

 

１―（５）事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用について 

 「行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤリ・ハット事例を積極的に収集・分

析・共有し、再発防止策を講じるとともに危険予知能力を高める。」は、６割以上の活動組織が実施し

ていると回答している。 

 一方で、「実施した作業安全対策の内容を記録する。」は約３割の活動組織が実施しているとの回答

に留まっており、他の項目と比べて実施できていないことがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業安全チェックシート「事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用」の対応状況 

（n=1,030 単数回答） 
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66.5%

26.1%

31.3%

12.3%

52.7%

38.1%

4.1%

16.2%

16.8%

17.0%

5.0%

13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営者や家族従事者を含めて、労災保険やその他の補償措置を講じ

る。

事故が発生した場合の対応（救護・搬送、連絡、その後の調査、労基

署への届出、再発防止策の策定等）の手順を明文化する。

事故により従事者が作業に従事ができなくなった場合等に事業が継続

できるよう、あらかじめ方策を検討する。

実施 今後、実施予定 実施していない 該当しない

２）事故発生時に備える点について 
 「経営者や家族従事者を含めて、労災保険やその他の補償措置を講じる。」は、６割以上の活動組織

が実施していると回答している。 

 一方で、「事故により従事者が作業に従事ができなくなった場合等に事業が継続できるよう、あらか

じめ方策を検討する。」は約３割の活動組織が、「事故が発生した場合の対応（救護・搬送、連絡、そ

の後の調査、労基署への届出、再発防止策の策定等）の手順を明文化する。」は約２割の活動組織が実

施しているとの回答に留まっており、他の項目と比べて実施できていないことがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
作業安全チェックシート「事故発生時に備える」の対応状況（n=1,030 単数回答） 
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第３章 活動組織へのアンケート調査、整理、分析 
 

交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握するため、令和３年度に活動を実施予定の活動組織

に対してアンケート調査を実施し、その内容を整理、分析した。 

 

１．アンケート調査の概要 
（１）アンケート項目の検討 

発注者と協議して、アンケート項目及び内容を確定し、調査書式を作成した。（調査書式は巻末の資

料編を参照。） 

 

 

（２）調査方法等 
作成した調査書式はＥメール（電子ファイル）にて送付した。アンケート調査の概要を以下に示す。 

 

アンケート調査（活動組織）の実施状況 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容及び活動の効果の把握 

対象 令和３年度に活動を実施予定の活動組織 

（合計1,128団体※アンケート発送時点） 

調査期間 令和３年９月15日（水） ～ 令和３年10月１日（金） 

設問数 全31問 

調査方法 Eメールを基本とし、希望する活動組織には郵送でアンケート調査票を送付 

回収率 43.7％（回答493団体） 

 

［調査時の工夫点など］ 

〇回収方法 

   Eメールにより受け付けた。なお、締切日を過ぎても回答のない活動組織に対して、電話・Eメー

ルによる提出依頼を行い、回収率の向上を図った。 

   なお、事前に地域協議会等に確認を行い、Eメールでの回答が困難と推測される活動組織に対し

ては、郵送での調査票を送付した。 
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67.5%

2.2%

9.5%

3.0%

1.2%

0.2%

4.9%

7.7%

3.7%

任意団体

財団法人・社団法人

NPO法人

森林組合

企業

学校・幼稚園・保育園

自伐林家

その他

未回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

19.1%

65.3%

38.5%

24.3%

12.6%

4.9%

28.8%

0.8%

3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

活動推進費（初年度のみ）

地域環境保全タイプ（⾥⼭林保全活動）

地域環境保全タイプ（侵入竹除去、竹林整備活動）

森林資源利用タイプ

森林機能強化タイプ

関係人口創出・維持タイプ

資機材への⽀援

本交付⾦を取得していない

未回答

（３）アンケート調査結果の集計及び分析 
アンケート調査を踏まえて、活動組織が本交付金で実施した活動内容及び活動の効果等について分

類、整理した結果を以下に示す。 

 

１）活動組織の活動内容について 
① 貴団体の形態について教えてください。 

「任意団体」が特に多く、「NPO法人」や「自伐林家」などは１割未満となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（単数回答） 

 

② 貴団体が本年度（令和３年度）に取得している本交付金の内容、活動タイプを教えてください。 

「地域環境保全タイプ（里山林保全活動）」が６割以上であり、次いで、「地域環境保全タイプ

（侵入竹除去、竹林整備活動）」、「資機材への支援」、「森林資源利用タイプ」、「活動推進費

（初年度のみ）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 
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34.7%

38.9%

42.6%

46.7%

5.7%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

針葉樹林

広葉樹林

針広混交林

竹林

その他

未回答

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

    

    

                              

  を くしたい

地域      の維持・活性化をしたい

地   化防止に  したい（  中の   を らしたい）

地域の生物  性を守りたい

森林から得ら る森林資源を活用したい

対 となる森林での   害を軽 したい

対 となる森林周 の 地等に ける   害を軽 したい

森林の くの  を安 して通 るようにしたい

森林が有する水源  機能を守りたい

森林で  災害等の災害が発生しないようにしたい

  、  、 地等への樹 や竹の  ・侵入の 害を防 たい

活動に関係する人々の の交 を めたい

森林を利用した教育活動や自 体験活動を行いたい

森林に関連する雇用を生み出したい

森林に関 る取り組みと 業との連 を進めていきたい

その他（ 下の自 記  に回答）

特に目標とすることはない

未回答

③ 貴団体が本交付金を用いた活動を行っている森林について教えてください。 

「竹林」が最も多く、次いで、「針広混交林」、「広葉樹林」、「針葉樹林」が３割から４割程度

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 

 

④ 貴団体が本交付金を用いて行う活動の目的を教えてください。 

「景観を良くしたい」活動組織が最も多く、次いで、「森林を利用した教育活動や自然体験活動を

行いたい」、「森林から得られる森林資源を活用したい」、「地域コミュニティの維持・活性化をし

たい」、「活動に関係する人々の間の交流を深めたい」となっており、森林整備だけでなく、それら

活動のさらなる展開となる森林資源の活用、活動を通じた地域コミュニティの活性化などを目的とし

ている活動組織が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
n=493（複数回答） 
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19.9%

43.2%

23.3%

2.6%

新規メンバーを募集して り、確保まで結びついている

新規メンバーを募集しているが、確保までは結びついていない

新規メンバーを募集していない

未回答

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

54.0%

66.2%

17.0%

69.8%

10.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

活動自体の後継者がいないから

活動の幅を広げるために人手が必要であるから

活動に必要な技術・スキル等を持ったメンバーがいないから

メンバーの年代に偏りがあり、 世代に活動へと参画してほしいから

その他

２）人材について 
① 運営スタッフと活動参加者を含めての新規メンバーの募集意向について教えてください。 

新規メンバーを募集している活動組織が６割以上いる中で、新規メンバーの確保まで結びついてい

る活動組織は約２割であり、半数近くは新規メンバーの確保までは結びついていない状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（単数回答） 

 

② 募集している場合、運営スタッフと活動参加者を含めての新規メンバーが必要な理由について教え

てください。 

新規メンバーを募集する理由としては、「活動への多世代参画」や「活動の幅を広げたい」、「活

動の後継者の確保」が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=311（複数回答） 
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49.5%

35.1%

19.1%

27.0%

7.7%

31.6%

26.8%

27.6%

60.6%

29.2%

21.7%

14.6%

15.2%

22.3%

23.1%

17.0%

7.9%

10.3%

20.3%

7.7%

31.8%

7.3%

23.9%

20.1%

29.0%

19.3%

31.2%

4.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

新たな活動参加者の確保

既存の活動参加者の活動継続

活動の指導者・リーダーの確保

活動組織の運営・活動計画づくりができるスタッフの確保

活動協力企業・団体の確保

活動参加者の現場での活動能力向上

林業資器材・設備を使用するための安全知識・技術習得

モ タリング調査

交付⾦事務手続き資料の作成（活動記録簿等）

活動に必要な林業資器材・設備の確保

活動のための安全装備の確保

休憩施設設置や資機材保管場所の確保

活動の周知・対外的なPR やイベントの周知

森林所有者や地域 民、地域の森林組合等の理解

活動に必要な情報の入手（森林簿、施業方法等）

活動メンバーからの会費の徴収

寄附・クラウドファンデ ング等による資⾦確保

 材・林産物生産、オリジナルグッズ等の販売

本交付⾦ 外での助成⾦・補助⾦事業の活用

作業受託による資⾦確保

活動資⾦を使うにあたっての会計処理

作業中・活動中の病人・けが人の発生

クマ、ヘビ、ハチ、マダ 等の有害生物対策

対 地に けるシカやイノシシ等による 害

森林所有者の確認・敷地確定に関する現地調査

台風、豪雨、強風等による森林の 害

新型 ロナウイルスへの対応

上記の項目 外で苦労したこと

３）活動に関連して苦労したこと及びその解決方法について 
① 本交付金を用いた活動に関連して、活動（モニタリング調査を除く）を行う上で苦労したことを教

えてください。 

活動に関連して苦労したことは、「交付金事務手続き資料の作成（活動記録簿等）」が最も多く、

「新たな活動参加者の確保」も約半数みられる。「新型コロナウイルスへの対応」も約３割みられ、

活動の実施に少なからず影響が出ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 

 

② その苦労したことをどのように解決したのかを教えてください。 

 

【共通】 

✓ メンバー間での協議や地域協議会の指導に則って実施し、解決した。 

✓ 既に活動をはじめている方々や活動組織に相談し、その方々からのアドバイスなどによって解

決した。 

✓ 林業関係のNPO法人や林業団体との情報交換、林業機器販売店の説明等により一部解決した。 

【情報共有】 

✓ 新規会員の拡大、会員への連絡等については、ホームページを作成して周知したり、メーリン

グリストを作成し一斉周知等を行った。 

【人材確保・地域コミュニティ】 

✓ メンバー各々が新たな活動参加者を増やすべく、心当たりに声を掛けた。 

✓ 施業地域でまとめ役となっている人物を頼り、施業への理解をいただいた。 

【技術・資機材】 

✓ 自伐型林業に関心がある人たちとつながり、活動をしている。講習の実施地となり様々な方々

との関係ができたことで知識・技術・活動が大きく進展することができている。 

✓ 資機材は高価なものが多く、資金面から購入することができないが、自治体から無償貸し出

しをしてもらっている資機材もある。 

等  
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４）持続的な活動に向けて取り組んでいること等について 
① 貴団体が、本交付金終了後も持続的に活動していくために取り組んでいることについて教えてくだ

さい。 

 

【事業拡大】 

✓ 整備した森でのキャンプ場づくりや木製品の加工等を検討中。 

✓ キノコホダ木づくりやメープルシロップづくりのワークショップ、薪等の販売。 

✓ 森の中でのカフェ営業。 

✓ 間伐した木材の有効活用。 

【人材確保】 

✓ 里山保全は長期的に続く活動のため、人材確保や人材育成を継続して行っている。 

✓ ボランティアの参加を広く呼びかけて、活動人員を増やす取組を行っている。 

✓ 活動団体の継続に向けた人員の確保を行っている。本活動以外でも地域と繋がれる活動を行っ

ている。 

✓ 林福連携の取組による、多様な人材の参画を行っている。 

【資金調達・収益確保】 

✓ 公的機関の交付金・助成金への応募や企業などの資金確保に向けた協賛各社依頼を行ってい

る。 

✓ 竹細工・竹炭・筍等の販売、竹の活用等による収益確保。また、そのための販路を開拓したい

と思っている。 

✓ 薪の販売所の準備や小物雑貨、サカキの販売。また、空間利用による収益化（教育関連事業な

ど）。 

✓ 整備した森林での観察会やイベント開催により収入を確保し、活動を継続できるようにしたい

と考えている。 

✓ 近隣の竹加工所との連携による収益化。 

✓ 補助金に頼らない収支を構築するため、伐採そのものや伐採後の資源等が資金化できるための

検討や営業を実施している。 

【地域コミュニティ・地域連携】 

✓ 行政・地元自治会・関係団体との関係強化、連携継続。 

✓ 観光資源化に向けて地元ガイドとの連携。ガイドを引率して可能性を検討中。 

✓ 周辺の荒廃竹林も団体として購入し整備して行きたいとして地元の所有者と交渉中。 

✓ 他団体と連携し、より機動的な新団体の設立。子育てや食農体験の市民団体と連携し里山活用

を増やし、協力金などの支援を得る。 

✓ 森林所有者である行政への働きかけをして、維持管理工事への支援を受ける。 

【その他】 

✓ 地域で里山を綺麗にする活動を継続して行うとともに大きくお金がかかる作業を交付金活動期

間内に解決する。作業道などをメンテナンス不要な作り方にする。 

✓ 長期にわたる目標設定。 

✓ 交付金終了後は、環境保全の啓発活動とボランティアによる除草作業活動を続けていく。 

✓ 自伐型林業(副業)を志す人たちへの支援活動。作業道作りや間伐。森林資源利用やワークショ

ップなどの活動。 

✓ 活用木材の調達のために手入れがされていない森林整備に持続的に取り組んでいく。 

等 
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② 今後も継続的に活動を行っていく上で、必要だと思う技術、取組、広報等について、教えてくださ

い。 

 

【安全対策】 

✓ 安全に作業するための安全講習や指導。 

✓ チェーンソー、刈払い機等の機器類の安全操作およびメンテナンス技術。 

✓ 暑さ対策や事故対策など、保健・安全面での環境整備を充実させたい。 

【技術・資機材】 

✓ 伐倒技術の習得のため、講習会を行い、技術を共有しながらスキルアップを目指している。 

✓ 車両系設備機械の操作技術。 

✓ チッパー等の確保。 

✓ 誰でも気軽にヤブ刈・下草刈の間伐作業の基礎知識講座。 

✓ 樹木の伐採方法。木材の搬出技術・設備。 

✓ 伐木や作業道開設などの技術力の向上、間伐や竹林など森林整備の知識の勉強。 

✓ 高木の枝打ち技術。重機操作の資格取得。 

✓ 長伐期多間伐施業に係る選木技術。 

【人材確保】 

✓ 間伐から炭焼き作業の一連の流れがスムーズに行く様に各々の人材確保が必要。 

✓ 会員の募集に向けて、研修会などを開き地域に活動を知ってもらう。 

✓ 木材など林産物の販売などの要員。 

【資金調達・収益確保】 

✓ 資金と、それを森林から生み出すための知識。 

✓ 持続的な活動に向けた収益等の確保。 

【地域コミュニティ・地域連携】 

✓ 自伐型林業と農業・観光などとの副業による地域に根差した生活スタイルの模索。地域おこし

協力隊などの支援依頼。 

✓ 公的機関との連携を密にしていく。地元企業などとの連携を探っていく。 

✓ 今後は、地域住民に認めてもらえる有効な活動を行いたい。（例：獣害防護柵周辺の緩衝帯に

おける雑木処理など） 

【情報発信・情報収集】 

✓ 会員確保に向けた広報活動。 

✓ 広報の仕方がうまく行えないので工夫していきたい。 

✓ 竹林整備を行う上で利用できる制度や相談先、関連情報の収集。 

✓ インターネット、チラシなどの広報を使ったPR、林産物の販路開拓。 

✓ 関係人口の参画に向けて、SNSなどを使って発信して行きたい。 

✓ ホームページの日々のメンテナンス。 

【その他】 

✓ 法面の計画伐採地にあるヒノキなどの数本の香木を外部業者に委託して作業する。 

✓ ＩＴを利用した活動の明確化（ＧＩＳ、ＧＮＳＳ測値）。 

等 
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③ 本交付金を用いた活動を行う上で、アドバイザーに支援してほしい内容を教えてください。 

 

【技術・専門知識】 

✓ 森林の整備方針の立て方と実際の活動の内容について継続したアドバイスを受けたい。 

✓ 林産物の商品化や販路開拓のアドバイス。 

✓ 作業道の踏査、作業道作り方。土中環境を視点においた森林環境整備。 

✓ 作業道もなく、山深い場所のため、有害生物にかまれたり、不慮の事故があった時の対処方

法。人口林の鹿害を防ぐ方法。 

✓ 森林環境のアセスメント方法。 

✓ 安全で効率的な作業技術習得のための指導。 

✓ チェーンソーとの資器材の技術習得。 

✓ モニタリング調査の指導。 

✓ 保安林かどうかや許認可の確認など、森林を取り巻く法令や実施する際の必要な範囲。 

✓ 川の護岸崩壊への対処（間伐材を活用した護岸補強など）、道路の排水改良（横断溝など）、

伐採木の運び出し（搬出路の構築）。 

✓ 活動地が急斜面なので、少しでも楽にまた安全に作業するやり方について教えて貰いたい。 

✓ 各森林のそれぞれの状況に合わせた対応方法を知りたく、この点のご指導を願いたい。 

✓ 人工林における台風被害後（倒木）の災害防止の観点からの植生の在り方。 

✓ 樹木の伐採法。生産物の処理・販売法（スギ・ヒノキの間伐材、伐採竹・竹のチップ・竹

炭）。 

✓ 作業道や階段の整備方法、不要木（枯木を含む）伐採時の注意すべき事項。 

✓ 鳥獣保護と鳥獣被害防止する為の方策。 

【本交付金】 

✓ 来年活用タイプへの移行を検討しているが、対象天然林でどんな活動をしていけば良いか、ア

ドバイスをいただきたい。 

✓ 交付金の報告書類等の記載方法について、アドバイスして頂きたい。 

✓ 交付金事業の長期的見通し。面積を広げる場合の可能性。 

✓ 事務手続きの詳細や、交付金を使うことができる備品などについて聞きたい。 

【その他】 

✓ 当団体での活動への参考となるような他活動団体の取組例など。 

✓ 活動参加者の確保について。 

✓ 経済的な自立のためのノウハウ。 

等 
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安全装備の着用及び安全装備が必要な理 

動力付き機械（チェ ンソー・  機等）の使用方法

動力付き機械（チェーンソー・  機等）の点検・メン ナンス方法

手 具（ノ  リ・ ・ 等）の使用方法

手 具（ノ  リ・ ・ 等）の点検・メン ナンス方法

樹 の伐  の安全対策

樹 の運搬 の安全対策

森林内の危険生物対策

 病や負傷 の応 措置

ヒヤリ・ハット事例の共有

熱中 対策

安全講習の内容は まっていない

未回答

５）活動における安全対策について 
① 本交付金では、安全講習や森林施業技術の向上のための講習を行うことが義務付けられています。

令和２年度及び令和３年度に実施（予定含む）した、安全講習や森林施業技術の向上のための講習

の内容について教えてください。 

「動力付き機械（チェーンソー・刈払機等）の使用方法」が最も多く、次いで、それらの「点検・

メンテナンス方法」、「樹木の伐倒時の安全対策」、「安全装備が必要な理由」などが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 
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60.9%

15.2%

12.0%

28.2%

4.9%

43.8%

5.7%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

森林施業等に関する技術

人材確保、育成について

他団体との連 手法

資⾦調達について

企業連 について

イベントや教育・研修活動について

その他

未回答

33.3%

42.8%

21.1%

33.3%

21.7%

17.8%

11.4%

5.3%

8.7%

4.3%

19.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

運営スタッフや活動参加者の募集

運営スタッフや活動参加者に向けた活動日等の告知

不特定 数に向けたイベントの告知またはイベント開催結果の報告

日々の活動の 子

安全教育や環境教育などの普及・啓発

生産、製作した林産物等のPR,購買案内

資⾦調達についての協力依頼

他団体や企業への協力、連 依頼

地域や活動場所の魅力

その他（ 下、自 記  に回答）

未回答

６）活動における情報について 
① 活動に関してどのような情報を入手しているか教えてください。 

入手している情報の内容は、「森林施業等に関する技術」が最も多く、次いで、「イベントや教

育・研修活動」が４割以上、「資金調達」が約３割となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 

 

② 活動に関してどのような情報を発信しているか教えてください。 

発信している情報の内容は、「運営スタッフや活動参加者に向けた活動日等の告知」が最も多く、

次いで、「運営スタッフや活動参加者の募集」、「日々の活動の様子」となっている。「イベント開

催の告知」や「安全教育・環境教育などの普及啓発」、「生産・製作した林産物等のPR、購買案内」

も２割程度みられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 
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33.3%

11.0%

33.9%

11.0%

6.7%

4.3%

現在の活動場所や活動内容での活動を継続するが、新たな活動場所や活動内容でも活動する予定である

現在の活動場所や活動内容では活動しないが、新たな活動場所や活動内容で活動する予定である

現在の活動場所や活動内容で活動を継続する予定である

事業を縮小する予定である

事業を終了する予定である

未回答

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

70.4%

17.0%

0.6%

9.1%

2.2%

7.1%

10.1%

5.7%

5.7%

24.9%

6.7%

7.9%

4.5%

11.0%

6.1%

0.6%

9.9%

44.2%

3.0%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

構成員からの会費

個人・企業からの寄付⾦

募⾦（インターネット、振込、募⾦箱等を活用）

公益法人からの助成⾦（緑の募⾦、緑と水の森林ファンド等）

国からの交付⾦・助成⾦（本交付⾦は除く）

都 府県からの交付⾦・助成⾦（本交付⾦は除く）

市区町村からの交付⾦・助成⾦（本交付⾦は除く）

企業からの助成⾦

自治会・町内会からの⽀援

森林から得ら る生産物（薪、炭、⼭菜、キノ 等）の販売収益

 材を利用した製品等の販売収益

イベント・講習会の参加費

他の収益事業部⾨からの収益

伐採や下草 等の謝礼⾦や事業の請負⾦

活動場所の所有者（森林所有者、地主等）からの⽀出

クラウドファンデ ングの活用

特に資⾦源はない

来年度も本交付⾦を活用予定である

その他

未回答

７）活動における資金について 
① 令和３年度における貴団体の、森林における活動を行うための本交付金以外の資金確保の方法（見

込含む）について教えてください。 

「構成員からの会費」が特に多く、その他では、「林産物の販売収益」や「個人・企業からの寄付

金」などによって、活動資金を確保している。 

「本交付金以外の助成金や交付金、自主事業による請負金」などによって資金確保をしている活動

組織も一部、存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 

 

８）交付金終了後について 
① 交付金終了後の活動予定について教えてください。 

「活動を継続する予定している活動組織」が７割以上いる一方で、「事業の縮小や終了を予定して

いる活動組織」が２割程度存在している。 

 

 

 

 

 

n=493（単数回答） 
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30.8%

17.8%

10.5%

9.9%

4.5%

19.7%

23.9%

4.3%

37.3%

11.0%

2.0%

4.3%

7.3%

1.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

 の混み具合調査（相対幹距⽐調査）

 の混み具合調査（ 伐率調査）

 の混み具合調査（胸高断⾯積調査）

植生調査（下層植生調査）

萌芽再生率調査

樹 の本数調査

見通し調査

苗 の活着状況調査

竹の本数調査

 材資源利用調査

特用林産物等利用量調査

植生調査（植栽 の成⻑量調査）

その他

まだ具体的な調査方法は まっていない

53.1%

23.1%

26.8%

18.5%

38.9%

17.8%

7.9%

2.0%

1.6%

0.2%

6.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

目指す森林づくりの進捗状況を把握する上で適切であったため

地域協議会より勧めら たため

必要な作業量が具体的に かるため

交付⾦取得期 中に数値で結果を⽰すことができる見込みが きかったため

調査の仕方が かりやすかったため

調査に当たっての作業負担が少ないと考えら たため

もともと該当の調査を実施していたため

他の活動組織が実施しているので、相談等がしやすかったため

その他

まだ具体的な調査方法は まっていない

未回答

９）モニタリング調査について 
① 貴団体が、令和２年度及び令和３年度に実施した（予定含む）モニタリング調査の内容について、

教えてください。 

モニタリング調査は、「竹の本数調査」が最も多く、次いで、「木の混み具合調査（相対幹距比調

査）」が約３割、「見通し調査」、「樹木の本数調査」、「木の混み具合調査（間伐率調査）」が約

２割となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 

 

② 貴団体が、モニタリング結果報告書に記載するモニタリング調査を選んだ理由について教えてくだ

さい。 

モニタリング調査を選んだ理由は、「目指す森林づくりの進捗状況を把握する上で適切であったた

め」が最も多く、次いで、「調査の仕方がわかりやすかったため」、「必要な作業量が具体的にわか

るため」、「地域協議会より勧められたため」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 
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7.1%

8.9%

21.7%

12.4%

13.0%

13.2%

1.2%

1.6%

4.7%

37.7%

4.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

モ タリング調査を行うのに必要な資機材がない、あるいは不⾜していた

モ タリング調査を行うのに必要な人手が不⾜していた

モ タリング調査の目的や必要性の理解を構成員内で共有することが難しかった

モ タリング調査を行うのに必要な技術がなかった

モ タリング調査を行うのに必要な専⾨知識がなかった(樹種名が からない

等)

何を対 として調査を行えばよいのか からなかった

調査対 地がモ タリング調査を行うことができるような状態になかった

（自 災害等の不可抗力）

（円形調査区、方形調査区）の⾯積が広す て負担が きかった

その他

特にモ タリング調査で苦労したことはない

まだモ タリングの初回調査をしていない

③ モニタリング調査を実施する上で、貴団体が苦労したことについて教えてください。 

「特にモニタリング調査で苦労したことはない」活動組織が最も多くなっている。 

苦労したことは、「モニタリング調査の目的や必要性の理解を構成員内で共有することが難しかっ

た」、「何を対象として調査を行えばよいのかわからなかった」、「モニタリング調査を行うのに必

要な専門知識や技術がなかった」などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 
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23.5%

0.8%

5.7%

6.1%

0.8%

3.9%

4.9%

1.6%

8.7%

20.1%

2.4%

2.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

地域協議会の助⾔・⽀援を受けた

地域協議会より調査について詳しい方（専⾨家等）の斡旋・紹介を受けた

都 府県（地方事務所等の出先機関を含む）からの助⾔・⽀援を受けた

市町村からの助⾔・⽀援を受けた

 学や研究機関等からの助⾔・⽀援を受けた

調査について経験や知見を持つ別の団体の助⾔・⽀援を受けた

調査について経験や知見を持つ個人（専⾨家含む）の助⾔・⽀援を受けた

外部の講習会等を通じて、活動組織の参加者の能力や知識を高めることで対応した

他の助⾔・⽀援を受けずに、活動組織内での努力で対応した

モ タリング調査のガイドラインを確認して対応した

その他

まだ、モ タリング調査で森林・竹林の状態を把握することができていない

④ モニタリング調査で苦労したことについて、どのように解決したのかを教えてください。 

「地域協議会の助言・支援を受けた」、「モニタリング調査のガイドラインを確認して対応した」

が特に多く、次いで、「活動組織内での努力で対応した」、「都道府県・市町村や調査について経験

や知見を持つ個人からの助言・支援を受けた」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（複数回答） 
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23.1%

12.4%

9.1%

11.6%

23.5%

18.3%

12.8%

7.5%

7.5%

6.1%

3.4%

6.5%

2.2%

5.5%

53.1%

49.7%

40.4%

56.4%

60.4%

57.2%

55.4%

26.6%

44.6%

31.6%

26.6%

44.2%

20.1%

40.4%

12.0%

21.3%

22.9%

16.6%

7.3%

10.5%

16.6%

28.2%

28.0%

37.1%

31.6%

25.8%

28.8%

30.0%

2.4%

2.6%

11.0%

3.2%

0.8%

2.6%

2.8%

15.4%

5.1%

8.1%

15.4%

6.5%

20.9%

7.1%

2.8%

4.9%

2.0%

5.3%

2.6%

11.6%

2.6%

8.5%

12.6%

13.8%

11.6%

7.9%

11.2%

12.4%

17.4%

14.0%

15.0%

17.6%

14.4%

16.4%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活動組織メンバー内で新たな人 関係が構築出来た

地域      等の既存の人 関係が強化さ た

地域外関係者との人 関係が構築できた

森林環境や・生物  性に関する理解が めら た

森の手入 に関して安全意識・スキルが高めら た

林業機材の取扱技術が向上した

森林管理・施業に関する知識や技術の習得が進んだ

 材や特用林産物（きのこなど）の生産技術が得ら た

申請書、報告書等の書類作成スキルが高めら た

PC、デジカメ等の電子機器の操作が上達した

森林をフ ールドとする活動団体との交 が進んだ

森林や林業に関する行政関係者、組合等との関係構築が進んだ

交付⾦ 外の収益確保が出来るようになった

交付⾦活用後も活動を継続するための組織基盤ができた

１．非常にそう思う ２．そう思う ３．どちらでもない ４．そう思 ない ５．全くそう思 ない 未回答

１０）その他 
① 交付金事業実施を通じた組織における変化（成果）について、感想を教えて下さい。（各５段階評

価） 

「森林の整備に関する知識や技術の取得」、「地域コミュニティの強化」などが成果として挙げら

れている一方で、「地域外関係者・森林をフィールドとする活動団体との関係構築」や「本交付金以

外の収益確保」、「交付金終了後も活動を継続する組織基盤づくり」などは、一定の課題が残る結果

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=493（単数回答） 
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２．アンケート調査又はヒアリング調査に関する補足調査 
 

第３章１でアンケート調査を実施した活動組織のうち本年度作成の活動事例集に掲載する15団体を対

象に山村地域における活動の効果をより具体的に把握するため、補完情報を収集する聞き取り調査を行

った。 

 

（１）補完情報の現地聞き取り 
聞き取り調査は、今年度アンケート調査を実施した活動組織の中から、活動事例集への掲載にふさわ

しいと考えられる活動組織15団体を選び、聞き取り調査を実施した。聞き取り調査の概要を以下に示

す。 

 

聞き取り調査の概要 

 活動組織／地域協議会名 区分 所在地 実施日 

1 森ボラ協議会 活動組織 北海道 令和４年２日10日 

2 NPO法人いわて森林再生研究会 活動組織 岩手県 令和４年２日15日 

3 針生地区森林活性化活動組織 活動組織 福島県 令和４年２日３日 

4 NPO法人自然史データバンクアニマnet 活動組織 栃木県 令和４年２日15日 

5 認知症ネットワークまちだ 活動組織 東京都 令和４年２日１日 

6 いちはら里山エネルギー 活動組織 千葉県 令和４年１日27日 

7 一般社団法人 金山里山の会 活動組織 富山県 令和４年２日16日 

8 NPO法人自然とオオムラサキに親しむ会 活動組織 山梨県 令和４年２日10日 

9 西伊豆古道再生プロジェクト 活動組織 静岡県 令和４年３日７日 

10 茨木里山を守る会 活動組織 大阪府 令和４年２日９日 

11 三隅林業研究グループ 活動組織 山口県 令和４年２日14日 

12 森づくり香川・林援塾 活動組織 香川県 令和４年２日９日 

13 神石高原里山塾 活動組織 広島県 令和４年２日14日 

14 NPO法人奥雲仙の自然を守る会 活動組織 長崎県 令和４年２日９日 

15 狩蔵てごり 活動組織 宮崎県 令和４年２日３日 

 

聞き取り調査の内容を以下に示す。 

 

聞き取り調査の内容 

内容 

【活動組織】 

活動組織名／団体情報／活動タイプ／活動の概要／活動の成果／活動における工夫点／ 

活動における課題／活動に関する中長期的な成果指標 
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３．効果チェックシートによる自己評価表の収集、分析 
 「森林・山村多面的機能発揮に対する効果チェックシート（以下「効果チェックシート」とい

う。）」を活用して、令和２年度に交付金の交付を受けた活動組織を選定し、交付金による活動の広が

りや持続性、地域貢献に関する効果の自己評価表を可能な範囲で収集し、とりまとめ、分析を行った。 

 

（１）効果チェックシートの収集、分析の概要 
 本交付金の政策目標である、「自主的に横展開を図る取組を行う等地域コミュニティの維持・活性化

につながる活動を行った活動組織の割合を毎年度増加」の達成状況を評価するための基礎情報として活

用する。 

 
効果チェックシートの収集、調査の概要 

項目 内容 

調査方法  森林・山村多面的機能発揮対策実施要領の様式第20号別紙２によ

り、地域協議会から提出された令和２年度の「効果チェックシート」

を収集し、その結果をデータベース（一覧表）として集計するととも

に、記載内容の分析を行った。 

対象 全国の活動組織（全1,109団体） 

回収数 1,047通（回収率94.4%） 

有効回答数（集計数） 1,047通（回収率94.4%） 

 

 

（２）調査結果 
 調査結果の概要を以下に示す。なお、令和２年度に交付金を取得している団体を対象に、令和２年度

時点を基準として各団体のチェック欄に記載されている最高年数のチェック数を集計した。 

例）チェック欄３年までチェックがある団体は３年のチェックか所のみを令和２年度として集計。 

 

１）選択肢別の回答状況（n=1,047） 
 有効回答全てを対象に、本交付金取得前と比べて成果として認められるものとして選択されたものの

上位５つは以下のとおりである。 

 

✓ 対象森林が明るくなり、見通しが良くなった（982件） 

✓ 活動組織の構成員以外から景観が良くなったと言われるようになった（808件） 

✓ 森林整備のための機材や道具を使用できる構成員数が増えた（698件） 

✓ 本交付金終了後に森林整備活動を継続できる見込みがある（682件） 

✓ 幅広い年齢層が協力して活動を行った（615件） 

 

 本調査の評価は「活動の広がり（横展開）」、「活動の持続性（自立性）」、「地域貢献（景

観）」、「地域貢献（文化・教育）」、「地域貢献（その他）」の５つに区分されている。 

 区分別で見た場合は、上記の個別項目でも挙げられている「地域貢献（景観）」（５項目合計で

2,995件）に区分される成果が最も多く認められている。なお、「活動の持続性（自立性）」に区分さ

れる項目についても、上記個別項目の上位５つの内の２つを占めており、本交付金をきっかけとして、

森林整備に目を向け、必要な技術や知識を身に着け、本交付金終了後も継続的な活動を見据えている団

体が増えている（有効回答数の65.1％）ことがうかがえる。 
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368

615

615

490

423

415

698

219

444

682

982

808

602

215

388

319

279

193

108

120

370

240

313

290

178

270

354

139

268

190

277

424

109

207

364

648

503

292

123

187

230

218

134

56

56

231

121

163

146

97

0 200 400 600 800 1000 1200

活動組織の構成員数が増加した

幅広い年齢層が協力して活動を行った

新聞や雑誌、広報誌などで活動を紹介された

他団体（活動団体、企業、自治体等）との協力関係がうまれた

外部（異なる集落や都市）の住民も森林整備活動に参加した

構成員が森林整備のための技術や安全管理の資格を取得した

森林整備のための機材や道具を使用できる構成員数が増えた

森林整備のために利用可能な本交付金以外の資金が増えた

若い世代（40歳未満）が参加しており、長期的な活動が可能である

本交付金終了後に森林整備活動を継続できる見込みがある

対象森林が明るくなり、見通しが良くなった

活動組織の構成員以外から景観が良くなったと言われるようになった

対象森林や周辺で不法投棄されるゴミの量が減った／ゴミのない状態を維持している

対象森林が、観光資源としても利用できるようになった

在来種や歴史性を考慮した地域ならではの景観を守っている

対象森林が、地域の憩いの場として活用されている

対象森林が、地域の子供たちの自然体験活動や学習・教育の場となっている

地域の幼稚園、保育園、小中学校のいずれかと協力関係にある

対象森林から得られた資源を伝統工芸品づくりに活用した

伝統文化の維持や郷土食づくりに貢献する活動を行った

鳥獣被害が軽減された（野生鳥獣の出没・侵入が減った）

地域の農業と連携した活動を行った

希少動植物の保護や生物多様性の保全に貢献している

土砂流出が軽減されるなど自然災害の防止に役立った

特産品の開発や地域の雇用創出など地域経済の活性化に貢献している

効果チェックシート（単純集計）

R2（n=1047）

R1（n=723）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個別選択肢への回答状況 n=1,047（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

活
動
の
広
が
り
（
横
展
開
） 

活
動
の
持
続
性
（
自
立
性
） 

地
域
貢
献
（
景
観
） 

地
域
貢
献
（
文
化
・
教
育
） 

地
域
貢
献
（
そ
の
他
） 

（チェック数） 



 

42  

5 6
15

31

55

73

89 89

114

96

80
72

62
72

43
32 32

23
16 16

10 8 4 2 2

0

20

40

60

80

100

120

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

団
体

チェックシート得点

5
10 9

35
42

56 55

68

58 55

43

32 35

24 25
19 17

12 10
6 5 4 1 0 2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

団
体

チェックシート得点

4
7 6

16 16

29

21

30 29

25

18 17 17

12 12 11

6
8

5
3 2 3

0 0
2

0

5

10

15

20

25

30

35

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

団
体

チェックシート得点

２）得点分布（団体別のチェック数の分布） 
 有効回答を対象に、本交付金取得前と比べて成果として認められるものとして選択された項目の合計

数（チェックシート得点）の分布を次頁で示す。 

 活動年数に関わらず、活動組織ごとに選択された項目の合計数（チェックシート得点）を比較した場

合、合計数の平均値は9.60（中央値：９）であった。※令和元年度の平均値は8.03。 

 活動年数が２年以上の活動組織に限定した場合、上記合計数の平均値は9.79（中央値：９）と平均値

が少し上昇している。※令和元年度の平均値は8.23。 

 活動年数が３年以上の活動組織に限定した場合、上記合計数の平均値は8.99（中央値：８）と２年以

上の活動組織に限定した場合と比較して、平均値が下降している。※令和元年度は平均値8.30。 

 それぞれについて、令和元年度の平均値より向上していることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェックシートの得点分布（活動期間１～３年すべて） n=1,047 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェックシートの得点分布（活動期間２年以上） n=628 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェックシートの得点分布（活動期間３年） n=299  

中央値 9 

平均値 9.60 

最頻値 9 

 

中央値 9 

平均値 9.79 

最頻値 8 

 

中央値 9 

平均値 8.99 

最頻値 8 
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活動の広がり（横展開）

活動の持続性（自立性）

地域貢献（景観）

地域貢献（文化・教育）

地域貢献（その他）

活動１年目 活動２年目 活動３年目

３）効果チェックの経年変化 
 本交付金取得前と比べて成果として認められるものとして選択された項目の合計数（チェック数）

が、取得年数によりどう変化するかを確認するため、本調査の対象となっている活動組織のうち、活動

年数が３年以上の活動組織（299団体）に限定し、その経年変化を確認した。 

 本調査の５つの評価区分（「活動の広がり（横展開）」、「活動の持続性（自立性）」、「地域貢献

（景観）」、「地域貢献（文化・教育）」、「地域貢献（その他）」）のいずれにおいても、３年間の

なかで取得年数が増えるにしたがい、効果として選択する項目数が増加している。特に「地域貢献（景

観）」に係る項目については、３年目において、約８割の活動組織がその成果を実感している。ほか、

「活動の広がり（横展開）」及び「活動の持続性（自立性）」に係る項目についても、３年目におい

て、約半数の活動組織がその成果を実感している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
効果チェック数の経年変化（活動期間３年） n=1,047 

 

 

 次頁以降に本調査の５つの評価区分（「活動の広がり（横展開）」、「活動の持続性（自立性）」、

「地域貢献（景観）」、「地域貢献（文化・教育）」、「地域貢献（その他）」）について詳細に区分

した、具体項目ごとの経年変化を示す。 
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活動組織の構成員数が増加した

幅広い年齢層が協力して活動を行った

新聞や雑誌、広報誌などで活動を紹介された

他団体（活動団体、企業、自治体等）との協力関係がうまれ

た

外部（異なる集落や都市）の住民も森林整備活動に参加し

た

活動１年目 活動２年目 活動３年目
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構成員が森林整備のための技術や安全管理の資格を取

得した

森林整備のための機材や道具を使用できる構成員数が増

えた

森林整備のために利用可能な本交付金以外の資金が増え

た

若い世代（40歳未満）が参加しており、長期的な活動が可

能である

本交付金終了後に森林整備活動を継続できる見込みがあ

る

活動１年目 活動２年目 活動３年目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェック数「活動の広がり（横展開）」の経年変化（活動期間３年） n=299 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェック数「活動の持続性（自立性）」の経年変化（活動期間３年） n=299 

 

 

 

活動の広がり（横展開） 

活動の持続性（自立性） 
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対象森林が明るくなり、見通しが良くなった

活動組織の構成員以外から景観が良くなったと言われるよ

うになった

対象森林や周辺で不法投棄されるゴミの量が減った／ゴミ

のない状態を維持している

対象森林が、観光資源としても利用できるようになった

在来種や歴史性を考慮した地域ならではの景観を守ってい

る

活動１年目 活動２年目 活動３年目
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対象森林が、地域の憩いの場として活用されている

対象森林が、地域の子供たちの自然体験活動や学習・教

育の場となっている

地域の幼稚園、保育園、小中学校のいずれかと協力関係

にある

対象森林から得られた資源を伝統工芸品づくりに活用した

伝統文化の維持や郷土食づくりに貢献する活動を行った

活動１年目 活動２年目 活動３年目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェック数「地域貢献（景観）」の経年変化（活動期間３年） n=299 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェック数「地域貢献（文化・教育）」の経年変化（活動期間３年） n=299 
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鳥獣被害が軽減された（野生鳥獣の出没・侵入が減った）

地域の農業と連携した活動を行った

希少動植物の保護や生物多様性の保全に貢献している

土砂流出が軽減されるなど自然災害の防止に役立った

特産品の開発や地域の雇用創出など地域経済の活性化

に貢献している

活動１年目 活動２年目 活動３年目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果チェック数「地域貢献（その他）」の経年変化（活動期間３年） n=299 
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活動推進費 里山林保全 竹林整備 森林資源利用 森林機能強化 資機材購入

４）活動タイプ別の得点比較 
 本交付金取得前と比べて成果として認められるものとして選択された項目の合計数（チェックシート

得点）の平均点を、活動タイプ別に比較した。 

 全体的には、前述（２）１）の「選択肢別の回答状況（n=1,047）」で示したものと同様の傾向が見

られ、活動タイプの違いがこれらの評価項目に有意差を与える要因としては働いていないと考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動タイプ別の効果チェック数 
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森林資源利用（n=268） 

森林機能強化（n=128） 

資機材購入（n=332） 
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第４章 実施状況とりまとめ報告書に記載された内容のデータベース化 
 

地域協議会から提出された令和２年度の本交付金に係る活動組織の活動状況等を記載した「実施状況

とりまとめ報告書」の記載内容をデータベース化し、その内容をとりまとめ、分析した。 

 

１．作業の概要 
（１）実施状況とりまとめ報告書の収集 

地域協議会（全45団体）より、令和２年度の「実施状況とりまとめ報告書」を収集し、とりまとめ, 

分析をした。 

 

実況状況とりまとめ報告書の収集、調査の概要 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容及び活動の効果の把握 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

収集資料 令和２年度分の森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る実施状況とりまとめ

報告書（様式第22号） 

対象団体 全国の活動組織 合計1,109団体 

調査方法 森林・山村多面的機能発揮対策実施要領の様式第22号により、地域協議会から提

出された令和２年度の「森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る実施状況と

りまとめ報告書」を収集し、その結果をデータベース（一覧表）として集計する

とともに、記載内容の分析を行った。 
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（２）結果の集約及び分析 
実施状況とりまとめ報告書の集計及び分析結果を以下に示す。 

 

１）都道府県別の活動組織数 
令和２年度の都道府県別の活動組織数は岩手県が94団体と最も多く、次いで北海道（79団体）、熊本

県（63団体）の順であった。 

 

 
都道府県別の活動組織数 
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２）活動タイプ別の活動組織数 
活動タイプ別の活動組織数は、地域環境保全タイプ（里山林保全活動）が750団体と最も多く、次い

で、地域環境保全タイプ（侵入竹除去・竹林整備活動）が421団体、森林資源利用タイプが286団体であ

った。 

令和２年度の活動タイプ別の都道府県別活動組織数（単位：団体数） 

都道府県 全体 里山林保全 侵入竹除去・竹林整備 森林資源利用 森林機能強化 
北海道 79 69 0 34 15 
青森県 4 2 0 2 0 
岩手県 94 78 2 24 5 
宮城県 23 19 9 7 6 
秋田県 22 14 7 5 1 
山形県 12 8 2 4 3 
福島県 11 10 4 4 5 
茨城県 23 17 11 4 5 
栃木県 54 52 13 2 1 
群馬県 16 9 3 9 3 
埼玉県 3 3 1 1 0 
千葉県 26 20 12 1 1 
東京都 2 0 1 1 0 
神奈川県 9 8 5 1 0 
新潟県 55 35 21 7 1 
富山県 11 8 2 4 1 
石川県 8 7 3 2 3 
福井県 46 32 23 12 10 
山梨県 4 1 1 2 1 
長野県 32 13 12 10 2 
岐阜県 29 21 8 11 1 
静岡県 16 12 3 7 5 
愛知県 4 4 0 2 1 
三重県 11 7 3 2 0 
滋賀県 16 13 5 6 4 
京都府 29 21 10 8 5 
大阪府 26 20 11 7 2 
兵庫県 59 45 21 11 5 
奈良県 19 13 7 7 4 
和歌山県 12 8 5 5 0 
鳥取県 3 3 1 1 0 
島根県 43 23 30 15 7 
岡山県 3 2 1 0 0 
広島県 27 17 13 14 11 
山口県 2 2 2 0 1 
徳島県 26 13 15 1 0 
香川県 11 0 5 6 3 
愛媛県 16 2 13 1 1 
高知県 41 28 23 13 5 
福岡県 35 13 28 9 0 
佐賀県 4 3 1 1 1 
長崎県 48 41 11 6 2 
熊本県 63 11 57 13 17 
大分県 9 4 6 1 1 
宮崎県 18 14 9 3 4 
鹿児島県 1 1 1 0 1 
沖縄県 4 4 0 0 3 
全国 1,109 750 421 286 147 
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活動タイプ別の活動組織数、活動タイプ別の取組面積はいずれも前年度を下回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

活動タイプ別の活動組織数の推移 
 

※複数の活動タイプの交付金を取得している活動組織を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

活動タイプ別の取組面積の推移 
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5

３）都道府県別の取組面積 
都道府県別の取組面積（メインメニュー３タイプの合計面積）では、岩手県（1079.3ha）が最も多

く、次いで北海道（747ha）栃木県（601.8ha）の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県別の取組面積（活動タイプ別） 
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都道府県別の取組面積（活動タイプ別） 単位：ha 

 里山林保全 侵入竹除去・竹林整備 森林資源利用 合計面積 

北海道 496 0 251 747.0  
青森県 12 0 8 19.0  
岩手県 833 0 246 1079.3  
宮城県 49 11 12 72.3  
秋田県 60 19 29 107.0  
山形県 38 2 23 62.8  
福島県 60 9 9 77.4  
茨城県 55 14 3 71.8  
栃木県 587 9 5 601.8  
群馬県 21 1 29 49.8  
埼玉県 9 0 1 9.9  
千葉県 36 16 2 54.2  
東京都 0 0 0 0.6  
神奈川県 10 5 1 15.5  
新潟県 193 59 11 262.9  
富山県 13 1 5 19.6  
石川県 16 1 2 19.1  
福井県 81 22 30 131.9  
山梨県 25 1 4 29.5  
長野県 40 8 58 106.6  
岐阜県 141 13 37 190.8  
静岡県 52 5 38 94.5  
愛知県 3 0 0 3.2  
三重県 12 3 4 19.0  
滋賀県 53 2 8 62.9  
京都府 47 13 6 66.2  
大阪府 154 41 43 238.1  
兵庫県 186 18 36 240.1  
奈良県 70 6 12 86.7  
和歌山県 32 8 29 69.9  
鳥取県 2 0 0 2.3  
島根県 73 52 39 163.5  
岡山県 4 4 0 8.2  
広島県 52 10 21 82.2  
山口県 1 0 0 1.3  
徳島県 43 50 8 100.3  
香川県 10 6 5 21.0  
愛媛県 2 37 1 40.2  
高知県 148 34 39 220.2  
福岡県 22 54 26 102.6  
佐賀県 2 2 2 5.0  
長崎県 176 6 11 192.8  
熊本県 60 155 43 257.6  
大分県 10 4 0 13.9  
宮崎県 93 20 3 116.1  
鹿児島県 2 1 0 3.1  
沖縄県 7 0 0 7.0  
合計 4088.25 721.86 1136.52 5946.63 
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京都府

 阪府

兵庫県

奈 県

和歌⼭県

 取県

島根県

岡⼭県

広島県

⼭口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

⻑崎県

熊本県

 分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

令和元年度

令和2年度

(単位：ha)

４）長期にわたり手入れをされていなかったと考えられる里山林の整備面積 
本交付金を契機に、放置された里山林が整備された面積は全国合計で、2,569.3ha（昨年度比＋

38.09ha）であった。昨年度よりも整備面積が増加した都道府県が29都道県あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期にわたり手入れをされていなかったと考えられる里山林の整備面積の推移 
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2534.34(39%)

2569.29(44%)

4019.4(61%)

3377.3(56%)
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⻑期に たり手入 をさ ていなかったと考えら る⾥⼭林の整備⾯積 その他

（単位：ha）
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46～50名
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56～60名

61～65名

66～70名

71～75名

76～100名

101名 上

団体数

構
成
員
数

活動組織の構成員数

平均値：22 名

中央値：12 名

最頻値：6 名

本交付金による令和2年度の取組面積（5,946.63ha）は、昨年度の取組面積（6,553.74ha）より

607.11ha減少した。放置された里山林の整備面積については2,569.29haとなり、昨年度から34.95ha増加

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期にわたり手入れをされていなかったと考えられる里山林の整備面積と本交付金の対象森林面積に占める比率 

※カッコ内はその年の交付金全体の面積に占める比率 

 

５）活動組織の構成員数 
令和２年度に本交付金による活動を実施した1,109活動組織のうち、構成員数の記載があった1,107団

体の構成員の中央値は12名、最も多くの団体が記載した数値が６名であった。また、構成員10名以下の

活動組織が全体の４割以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動組織の構成員数（令和２年度） 
 

※構成員数が記載された 1,107 団体分で集計 
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２．まとめ 
 

 交付金申請団体数、本交付金の対象面積ともに令和元年度から減少した。 

 

【交付金申請団体数】 令和元年度  1,176 団体 

令和２年度 1,109 団体（前年比－67 団体） 
 

【本交付金の対象面積】令和元年度  6,553,74ha 

令和２年度 5,946.63ha（前年比－607.11ha） 
 

 活動組織数は、岩手県（94団体）、北海道（79団体）、熊本県（63団体）と 60団体を超える

地域もある一方で、鹿児島県（１団体）、東京都、山口県（２団体）など５団体未満も11都道

府県あるなど、地域格差が大きい結果となった。 

 活動組織数、面積ともに地域環境保全タイプ（里山林保全活動）が最も多かったが、令和元

年度よりも減少した。なお、活動組織数、取組面積は全てのタイプにおいて令和元年度と比

べて減少した。 

【地域環境保全タイプ（里山林保全活動）の取組団体数】 

令和元年度 ［取組団体数］824 団体 

令和２年度 ［取組団体数］750団体（前年比－74 団体） 

 

【地域環境保全タイプ（里山林保全活動）の取組面積】 

令和元年度 ［取組面積］ 4,744ha 

令和２年度 ［取組面積］ 4,088ha（前年比－656ha） 

 

 都道府県別の活動対象地の面積は、３タイプの合計面積別で見ると岩手県、北海道、 

栃木県の順に多い。 

活動タイプ別の対象面積上位５自治体 

 
順位 

里山林保全活動 侵入竹除去・竹林整備活動 森林資源利用 ３タイプの合計面積 

都道府県 面積（ha） 都道府県 面積（ha） 都道府県 面積（ha） 都道府県 面積（ha） 

1 岩手県 832.5 熊本県 155.3 北海道 250.9 岩手県 1079.3  

2 栃木県 587.1 新潟県 58.8 岩手県 246.4 北海道 747.0 

3 北海道 496.1 福岡県 54.1 長野県 58.4 栃木県 601.8  

4 新潟県 192.9 島根県 52.3 大阪府 42.8 新潟県 262.9  

5 兵庫県 186.3 徳島県 50.3 熊本県 42.7 熊本県 257.6  

 

 長期にわたり手入れをされていなかったと考えられる里山林の整備面積は、昨年度比（面積

ベース）で1.5%増加した。 

［令和元年度］2,534.40ha 

［令和２年度］2,569.29ha（前年比＋38.09ha） 
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 活動組織の構成員数については、中央値が 12 名で、最頻値が５名となっている。本交付金

の最小構成員数である３名の団体が4.5%（50 団体）あった。また、構成員数 10 名以下の団

体が全体の45.0%を占めた。 
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第５章 森林・山村多面的機能発揮対策の情報提供・共有 
 

森林・山村多面的機能発揮対策に関する活動状況等について、地域協議会や活動組織等の関係者に発

信・共有することを目的とした事例集等の各種資料の作成、更新を行った。 

 

１．活動事例集の作成 
第２章の１のアンケート調査を実施した地域協議会及び第３章の１のアンケート調査を実施した活動

組織のうち、広く一般に紹介できるような活動を実施している地域協議会（５団体）、活動組織（15団

体）を選択し、現地で補完情報の聞き取り調査を行い、その結果を基に活動事例集を作成した。 

あわせて、交付金活用終了後の活動組織（６団体）についても、持続性等の観点から聞き取り調査を

行い、その結果を基に活動事例集を作成した。 

 

（１）事例集の構成、掲載団体の検討 
対象とした活動組織は、事前に行った地域協議会へのアンケート調査時に、全国の活動組織の参考と

なるような取組とその活動組織について聞き取りを行った結果を踏まえて選定した。 

選定した活動組織の活動タイプや活動における工夫点を以下に示す。 

 

聞き取り調査対象（活動組織）の概要 

都道 

府県 
活動組織名 

活動タイプ 活動の工夫点 

里
山
林
保
全 

竹
林 

森
林
資
源
活
用 

森
林
機
能
強
化 

関
係
人
口 

資
金
調
達 

運
営 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

森
林
作
業 

安
全
対
策
等 

情
報
発
信 

連
携
方
策 

地
域
活
性
化 

北海道 森ボラ協議会 ○     ● ● ● 
 

 

岩手県 
NPO法人いわて

森林再生研究会 
○      ●   

福島県 
針生地区森林活

性化活動組織 
○  ○ ○ ○ ●  ●  

栃木県 

NPO法人自然史

データバンクア

ニマnet 

○     ●   ● 

東京都 
認知症ネットワ

ークまちだ 
 ○       ● 

千葉県 
いちはら里山エ

ネルギー 
○     ●  ● ● 

富山県 
一般社団法人 

金山里山の会 
○  ○   ● ● ● ● 

山梨県 

NPO法人自然と

オオムラサキに

親しむ会 

○      ●  ● 

静岡県 
西伊豆古道再生

プロジェクト 
  ○  ○ ●  ● ● 

大阪府 
茨木里山を守る

会 
○ ○ ○   ●    

山口県 
三隅林業研究グ

ループ 
○ ○  ○     ● 
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都道 

府県 
活動組織名 

活動タイプ 活動の工夫点 

里
山
林
保
全 

竹
林 

森
林
資
源
活
用 

森
林
機
能
強
化 

関
係
人
口 

資
金
調
達 

運
営 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

森
林
作
業 

安
全
対
策
等 

情
報
発
信 

連
携
方
策 

地
域
活
性
化 

香川県 
森づくり香川・

林援塾 
 ○    ● ● ● ● 

広島県 神石高原里山塾 ○ ○ ○  
 

 
●  ● ● 

長崎県 
NPO法人奥雲仙

の自然を守る会 
○     ●  ●  

宮崎県 狩蔵てごり ○ ○ ○  
 

 
● ● ● ● 

 

（２）補完情報の現地聞き取り 
聞き取り調査は、今年度アンケート調査を実施した活動組織の中から、活動事例集への掲載にふさわ

しいと考えられる活動組織15団体を選び、実施した。あわせて、地域協議会（５団体）及び交付金終了

後の活動組織（６団体）も選定し、聞き取り調査を実施した。聞き取り調査の概要を以下に示す。 

 

聞き取り調査の概要 

 活動組織／地域協議会名 区分 所在地 実施日 

1 森ボラ協議会 活動組織 北海道 令和４年２日10日 

2 NPO法人いわて森林再生研究会 活動組織 岩手県 令和４年２日15日 

3 針生地区森林活性化活動組織 活動組織 福島県 令和４年２日３日 

4 NPO法人自然史データバンクアニマnet 活動組織 栃木県 令和４年２日15日 

5 認知症ネットワークまちだ 活動組織 東京都 令和４年２日１日 

6 いちはら里山エネルギー 活動組織 千葉県 令和４年１日27日 

7 一般社団法人 金山里山の会 活動組織 富山県 令和４年２日16日 

8 NPO法人自然とオオムラサキに親しむ会 活動組織 山梨県 令和４年２日10日 

9 西伊豆古道再生プロジェクト 活動組織 静岡県 令和４年３日７日 

10 飯能woods 交付金終了後 埼玉県 令和４年３日17日 

11 松戸里やま応援団 樹人の会 交付金終了後 千葉県 令和４年２日15日 

12 お山の森の木の学校 交付金終了後 新潟県 令和４年２日16日 

13 NPO法人熱海キコリーズ 交付金終了後 静岡県 令和４年３日７日 

14 茨木里山を守る会 活動組織 大阪府 令和４年２日９日 

15 三隅林業研究グループ 活動組織 山口県 令和４年２日14日 

16 森づくり香川・林援塾 活動組織 香川県 令和４年２日９日 

17 神石高原里山塾 活動組織 広島県 令和４年２日14日 

18 NPO法人奥雲仙の自然を守る会 活動組織 長崎県 令和４年２日９日 

19 狩蔵てごり 活動組織 宮崎県 令和４年２日３日 

20 環境保全教育研究所 交付金終了後 長崎県 令和４年２日10日 

21 首里城古事の森育成協議会 交付金終了後 沖縄県 令和４年２日10日 

22 熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会  地域協議会 熊本県 令和４年２日１日 

23 長崎森林・山村対策協議会 地域協議会 長崎県 令和４年２日16日 

24 大阪さともり地域協議会 地域協議会 大阪府 令和４年２日16日 

25 やまがた森林と緑の推進機構 地域協議会 山形県 令和４年３日８日 

26 山梨県森林協会 地域協議会 山梨県 令和４年３日８日 
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活動事例集の作成にあたっては、アンケート調査と聞き取り調査の結果を基に作業を進め、必要に応

じて適宜活動組織に事実関係の確認を行った。特に、掲載可能な連絡先及び写真については別途提供を

依頼した。また、完成後、活動組織に掲載ページのイメージを送付し、内容確認を依頼した。活動事例

集の概要を以下に示す。 

 

活動事例集の概要 

項目 内容 

名称 令和３年度 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 活動事例集 

事例集の構成 表紙、目次、本書の目的・構成、掲載団体一覧、活動所在地、 

活動事例紹介（１団体２ページ※地域協議会は１団体１ページ） 

活動事例紹介

の構成 

【活動組織】 

活動組織名／団体情報／活動タイプ／活動の概要／活動の成果／活動の体制／ 

活動のステージ／活動における工夫点／活動における課題／今後の展望／ 

活動組織キーマンの生の声 

【地域協議会】 

地域協議会名／活動組織支援に関する取組事例／連絡先 

掲載団体 ➢ 森ボラ協議会 

➢ NPO法人いわて森林再生研究会 

➢ 針生地区森林活性化活動組織 

➢ NPO法人自然史データバンクアニマnet 

➢ 認知症ネットワークまちだ 

➢ いちはら里山エネルギー 

➢ 一般社団法人 金山里山の会 

➢ NPO法人自然とオオムラサキに親しむ会 

➢ 西伊豆古道再生プロジェクト 

➢ 飯能woods 

➢ 松戸里やま応援団 樹人の会 

➢ お山の森の木の学校 

➢ NPO法人熱海キコリーズ 

➢ 茨木里山を守る会 

➢ 三隅林業研究グループ 

➢ 森づくり香川・林援塾 

➢ 神石高原里山塾 

➢ NPO法人奥雲仙の自然を守る会 

➢ 狩蔵てごり 

➢ 環境保全教育研究所 

➢ 首里城古事の森育成協議会 

➢ 熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 

➢ 長崎森林・山村対策協議会 

➢ 大阪さともり地域協議会 

➢ やまがた森林と緑の推進機構 

➢ 山梨県森林協会 

 

（３）原稿の作成・編集 
アンケート調査、聞き取り調査の結果より、今回選定した15団体の活動組織、５団体の地域協議会、

６団体の交付金終了後の活動組織を紹介する活動事例集を作成した。※作成原稿は資料編を参照。 
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２．モニタリング調査のガイドライン普及に向けた現地検討会の開催 
モニタリング調査の意義や方法、目標達成度の記載方法等、ガイドラインの内容の普及や有効な調査

の実施に向けての開催を検討、調整した。 

開催にあたっては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止として、受け入れ先の地域協議会、活動組

織、都道府県、市町村、林野庁と調整の上で、少人数に絞っての開催とした。 

 

（１）実施概要 
当日の開催概要を以下に示す。 

 

現地検討会の概要 

日時 令和４年１月26日（水） 13:00～16:00 

場所 千葉県酒々井町 

参加者 15名（Web参加１名含む）※講話・意見交換会は関係者WEB配信を実施。 

・千葉県地域協議会３名 

・対象となる活動組織（酒々井里山フォーラム）２名 

・専門家（森林研究 整備機構 森林総合研究所）１名 

・千葉県庁職員１名 

・酒々井町役場職員１名 

・森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会委員２名 

・林野庁２名 

・事務局３名 

検討会の趣旨 ・近年台風等による被害が発生した森林において、本交付金を活用し、風倒木処理

や処理後の森林整備を行う活動組織が増えている。そこで、令和元年の台風 15 

号の被害が集中した千葉県内において現地視察をさせていただき目標森林の姿や

活動の工夫について伺い、今後の活動組織の参考となる機会とする。 

・気象被害に関連し、被害をなるべく少なくするための「減災」の視点を考慮した

森林整備や管理、モニタリング調査が求められる。そこで、専門家の方より減災

への工夫・留意点について講話いただき、現場の活動組織や協議会と情報交換を

行う機会とする。 

プログラム 13:00 前半の部 活動現場の視察 

 ・現地の状況、復元状況、モニタリングの実施状況を確認 

 ・活動組織、ボランティアとしての取組の工夫 

 ・実地調査結果の共有、コメント等 

14:30 後半の部 講話・意見交換会 

 ・講話「2019年台風15号による千葉県内の風害の発生状況と森林整備の留意点」 

  国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所  

  森林研究部門 森林災害・被害研究拠点 鈴木覚氏 

 ・質疑応答および意見交換 
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（２）対象となる活動組織、調査区概要 
 

◼ 対象組織：酒々井里山フォーラム 

◼ 活動組織の概要： 

 ①地区 

酒々井地区の森林の状況は私有地比率が多く、その整備は各地主に委ねられており、現状ほとんど

の森林の整備は手付かずのままになっている。本団体は、地主との協定により森林整備を担い、保全

活動に努めている。 

 ②取組 

【本交付金対象】 

・竹林の伐採、除去 

・人工林の整備：倒木、雑木、雑草の整理、間伐による樹木比率の適正化 

・台風15号、19号による倒木、中折木の処置 

【本交付金対象外】 

・タケノコ林の整備：「NPO法人B-Net子ども会」にタケノコ堀の場を提供 

・ホタル発生場所の整備 

・農業体験：野菜、根菜類の栽培等による体験 

・希少生物の保護活動：キンラン、シュンラン、ナンバンキセル、ウラシマソウ等の保護 

 ③構成員 

・酒々井町、近隣の市や東京のメンバーで構成 

（会員数28名、賛助会員5名。（うち、酒々井町民75%、町外25%）） 

 ④その他・地域活動 

・夏休みに入った直後の親子のコミュニケーションの場として独自フォーラム「親子ホタル観察会」

を開催。 

・順天堂大学の学生が主催する「NPO法人B-Net子ども会」と協力体制をつくり、子供たちへタケノコ

堀り、サツマイモ堀りの体験の場を提供。 

 

◼ モニタリング調査区（活動エリア：馬橋杉林）の状況： 

・台風の被害木を処理し明るい杉林に戻すため、風倒木処理本数調査を実施 

 

活動エリア（馬橋杉林） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  南酒々井駅 

対象エリア 
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◼ 調査区における樹木の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

活動１年目写真① 

活動２年目写真 活動１年目写真② 
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活動現場の視察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）講演概要 
講演内容：「2019年台風15号による千葉県内の風害の発生状況と森林整備の留意点」 

講演者 ：国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所 

      森林研究部門 森林災害・被害研究拠点 鈴木 覚 氏 

 

講演・意見交換 
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講話・意見交換 資料 
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現地調査及び講演での主な質疑 

質疑 回答 

✓ 里山での対策について、本日の現場をより風

害に強くしようと思った場合、繁茂している

草木を活用すれば林縁木として風害の対策に

なるのではないか。 

✓ それは実際に試したことがあるが、台風でや

られてしまった。林を保護するという意味で

はある程度の効果があったかもしれないが、

それを上回る台風が来てしまった。 

✓ 奥のほうの林縁に広葉樹があるほうが折れて

いる量は少なかったように思われたが、その

ような関係はあるのだろうか。 

✓ 風向との関係もあると考えられるため、奥の

ほうの林縁との関係はすぐには分からない

が、風が入りにくい状態になっていること

は、林にとって良い状態、つまり風害に対し

ては強くなるような方向に作用することは確

かである。 

✓ これから新たに森林に入るボランティアの人

が、今回の講義のような知識を持っていれ

ば、ある程度自分の活動エリアのリスクを理

解することができるだろうか。 

✓ 主に形状比を見ていただくと、その林の風害

に対する健全度がわかる。形状比が高いこと

はそれ以外の気象害にも弱く、また一般的に

は樹冠長率が２割を切るような林も気象害に

耐えられないと言われている。このような指

標の回復が見込めるかを見極め、どのような

管理をすればよいかを判断してもらいたい。 

✓ 風害を防ぐためには森林を若齢で回転させる

ほうがよいと感じたが、若齢で森林を回転さ

せることと森林の他の諸機能とのトレードオ

フの関係をどのように捉えればよいのだろう

か。 

✓ 二次被害を想定して森林のリスクを見極める

ことにより、何を重視するかを判断すること

が重要である。事業に対するリスクの高い場

所では、事業者自身が自治体と協定を結んで

リスクのある林に施業を行うという例も存在

している。 

✓ 重要インフラ施設周辺森林整備事業というも

のを林野庁で実施しており、役場と施設管理

者と土地所有者が協定を結んだところに伐採

費用を補助している。 
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３．活動事例の発表会及び協議会の情報交換会等の開催 
活動事例集の作成にあたり調査した活動組織、地域協議会を全国の地域協議会や都道府県の関係者と

共有するため、「森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナー（以下、「普及セミナー」という。）」

を開催した。あわせて上記関係者に対し普及セミナーに係るアンケート調査を行いとりまとめた。 

第５章の１により調査した活動事例のうちから数例の活動を選択し、全国の地域協議会や都道府県の

関係者と共有するため、全国の協議会や都道府県の関係者のみがアクセス可能な専用サイトを作成し、

そのサイトにおいてYouTubeでの事例紹介の動画配信を行った。なお、専用サイトでの動画配信の視聴

数は、延べ380回であった。 

併せて、WEB形式で地域協議会や都道府県からの疑問点や困り事を受け付け、回答する「個別打合

せ」も開催した。 

 

（１）開催概要 
 普及セミナーの開催概要を以下に示す。 

 

普及セミナーの開催概要 

項目 内容 

目的 本交付金の取組推進の上で参考となる取組等の共有 

対象 各地域協議会（45団体）、各都道府県の交付金担当課（47団体） 

開催日時 令和３年２月８日（火） 

開催方法 専用サイトでの動画配信（YouTube） 

WEB形式による個別打合せ 

掲載動画 事例① 「放置竹林の整備と資源の活用に挑戦しながら、地域に寄り添う」 

狩蔵てごり（宮崎県） 

事例② 「認知症の人達と共に行う竹林整備」 

HATARAKU認知症ネットワーク町田（東京都） 

事例③ 「台風被害の復興と交流を通じた関係人口作り」 

いちはら里山エネルギー（千葉県） 

事例④ 「地域の森林をビジネスチャンスに～関係人口の創出と林床ビジネス～」 

針生地区森林活性化活動組織（福島県） 

事例⑤ 「地域協議会としての支援事例」 

熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会（熊本県） 

 

専用サイトのイメージ 
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掲載動画の発表資料 事例①「狩蔵てごり」 
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掲載動画の発表資料 事例②「HATARAKU認知症ネットワーク町田」 
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掲載動画の発表資料 事例③「いちはら里山エネルギー」 
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掲載動画の発表資料 事例④「針生地区森林活性化活動組織」 
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掲載動画の発表資料 事例⑤「熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会」 
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（２）アンケート調査結果 
次年度以降の普及セミナーの開催等の参考にするため、感想や要望を把握できるようアンケート調査

を専用サイト内において記入フォームを設置した。その主な意見を以下に示す。 

 

※表記はすべて「である調」に統一した。 

 

【活動組織について】 

⚫ 今回の発表では、各活動組織の課題や収益化へのチャレンジの状況が知れて参考になった。 

⚫ 事例発表は、各地域で、熱い思いを持って、それぞれの活動が行われていることが知ることがで

き、とても参考になった。 

⚫ 活動組織の活動における交付金の位置付け、活動に占める交付金の割合などが見え難かった。 

⚫ 多面的交付金の意義や、こんなこともできるんだという感動を得ることができた。活動組織や協議

会の支援に生かしていく。 

⚫ 活発に活動されている団体の事例は大変参考になった。自分の協議会での提案にもつながる。 

⚫ 千葉県の事例で、「食」を通して交流が広がり女性メンバーが増えているという話が印象に残っ

た。山形県内の活動組織では、女性が参加していること自体が非常に珍しく、SDGsを考えても、重

要な観点だと思った。 

⚫ 取組の内容もだが、特に事例②については、取り組まれる方の心境の変化やモチベーションについ

て具体的にうかがえてよかった。 

 

【地域協議会について】 

⚫ 熊本県地域協議会の事例はとても参考になり、熊本県を目標に取り組んでいきたいと思った。 

⚫ 事務局として、熊本県の事例紹介は有意義かつ参考になった。 

⚫ 熊本県協議会の事例で、動画を使ったＰＲが印象に残った。視覚に訴えるということだったが、

BGMも効果的だと思った。また、活動組織数が大きく増えている中で、説明会や講習会、個別指導

等きめ細かなサポートを行っていて、人員体制の違いはあるものの、参考にしたいと思った。 

⚫ この度の事例発表動画を視聴し、交付金によって助けられている部分が大いにあるという事が感じ

取れた。人とのつながりにより、協力して活動することで達成感も得られることから、やはり話し

合いの場が大事であると再認識させていただいた。特に、地域協議会としての支援事例について

は、とても興味深く参考にしたいと考える。 

⚫ コロナ禍のため、地域協議会間で直接交流することが難しいので、熊本県のご紹介は大変参考にな

った。 

⚫ 他府県の地域協議会の運営方法などを知る機会がなかったので、とても参考になった。 

⚫ 新たな取組であるマッチングイベントも早速着手されている事例を聞けてとてもよかった。 

⚫ 熊本県の協議会の取組の仕方、内容の多さに驚いた。８３活動組織という多さの中で協議会として

の活動を行っていることもすばらしいと思った。今回の事例紹介を参考にさせていただきながら、

当県の活動組織の取組について工夫をしていければと思った。 

 

【動画配信について】 

⚫ 動画配信は、倍速で聞ける、必要なところは繰り返し聞けて、とてもよかった。 

⚫ 画面の横に、発表者の顔が写っているのが、少しですか顔が見えて良かったと思った。 

⚫ 往復の時間を節約できるので、来年度もこの方法でお願いできたらと思った。 

⚫ 遠方のため、動画配信は大変助かる。何度も見られるところ、直接の担当でない職員とも情報を共

有しやすいところがとても良い。 

等 
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４．スキルアップ研修の開催 
（１）開催概要 

地域協議会の活動組織への指導能力向上のため、地域協議会の担当者を対象に、先進事例（本交付金

交付対象外の事例も含む）の共有やワークショップ、有識者による講演等を内容とするスキルアップ研

修を開催した。 

 

スキルアップ研修の開催概要 

項目 内容 

目的 地域協議会の活動組織への指導能力向上のため、本交付金の取組推進の上で参考

となる事例の紹介や地域協議会同士の意見交換、意識の共有 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

開催日時 令和３年10月27日（水）～令和３年10月29日（金） 

開催方法 現地開催及びWEB形式（参加者が個別選択）※延べ参加者66名 

プログラム 

内容 

【１日目】 

  ①スキルアップ研修の概要説明 

  ②林野庁からの説明「森林・山村多面的機能発揮対策について」 

【２日目】 

  ①活動目標とモニタリング調査の手法について 

  ②森林景観づくり 活動の多様な考え方について 

  ③交付金活用団体の組織基盤づくり方法について 

  ④多面的交付金活用をきっかけにした活動展開事例① 

  ⑤多面的交付金活用をきっかけにした活動展開事例② 

【３日目】 

  ワークショップ 

  「①モニタリング調査」「②持続的な組織基盤づくり」 

 

 

開催にあたっては、案内パンフレットを作成し、各地域協議会へと周知するとともに、当日の現地参

加希望者へは、新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた「体調セルフチェック票」を事前配布し、当

日回収した。事前配布したパンフレット及び体調セルフチェック票を次ページ以降に示す。 
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スキルアップ研修のパンフレット 
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スキルアップ研修の体調セルフチェック票 
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スキルアップ研修での進行スライド資料等を以下に示す。※各講演の発表資料は資料編を参照。 

 

スキルアップ研修の進行スライド資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スキルアップ研修の講演及びワークショップ風景 
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（２）講演及びワークショップ概要 
各講演の概要を以下に示す。 

 

スキルアップ研修の講演①概要 

題  目 活動目標とモニタリング調査の方法について 

日  時 2021年10月28日 ９時45分 ～ 11時00分 

講  師 浦田 悦子 氏 

講演要旨 ・モニタリングとは、観察・把握・現状の記録であり、問題の対策、理解につながるも

のになる。モニタリングには、P（plan）D（do）C（check）A(action)の流れが必要と

なる。 

・モニタリング手法を本事業（ガイドライン）では11種類設定されている。（それぞれ

の種類について資料で紹介）。重要なことは、やりやすい手法、無理のない手法を設

定すること。 

・数値目標の設定手法について「ナニワズの生育状況」を例に解説。順調な成長、増加

といった「増える」予測は難しい反面、障害となっている樹木の除去などといった

「減らす」検討は制御しやすい。組み合わせることで「見せる」効果がUPする。 

・整備がうまくいかないと感じる場合、高すぎる数値目標の設定、既に目標を達成して

いることを見落としている等がある可能性がある。まとめ方、見せ方を工夫すること

と同時に、アドバイザー制度の活用など専門家に相談していくことも重要。 

質疑応答 ・林野庁の方針ではアウトプットだけではなくアウトカムも意識した設定が必要となっ

ている。現場感覚では目標項目が多いことは現場の負担増にもなり懸念している。 

⇒単年の視点では、未来予測、現状維持などの複数の項目の目標の設定は難しい。でき

る限り複数年の視点で目標設定を行うことが的確な設定につながる。 

 

・２年目以降活動地が増えた場合、モニタリング調査地も同様に拡大するべきか。 

⇒的確な変化の把握の為できることが望ましい。経年変化が把握できる当初の調査地で

の調査継続も重要なので無理のない範囲での実施が良いのではないか。 

 

スキルアップ研修の講演②概要 

題  目 森林景観づくり 活動の多様な考え方について 

日  時 2021年10月28日 11時15分 ～ 12時00分 

講  師 金清 典広 氏 

講演要旨 ・森林景観の目標設定には、対象となる森の歴史・四季について理解を深めることが重

要となる。 

・その場所がどのように形作られてきたか、年間の植生の様子がわかっていないと正確

な目標設定は難しい。 

・森林景観だけではなく、その後の森林の活用方法を意識することも重要、森で楽しむ

イメージを参加者で共有できるよう企画を工夫することができる。 

質疑応答 ・景観づくりへの取組の考え、活動組織の活動への取組の中でどのような目標を持つか

参考になり、組織への助言の参考としたい。 

⇒今回は、事例を紹介させていただいた。協議会の皆様にも森づくりの楽しさを伝える

ことの重要性、森林整備がアクティビティ等へ発展しうること等をぜひ意識していた

だきたい。 
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スキルアップ研修の講演③概要 

題  目 交付金活用団体の組織基盤づくり方法について 

日  時 2021年10月28日 13時15分 ～ 14時50分 

講  師 間辺 初夏 氏 

講演要旨 ・現在日本に存在する非営利法人は12万団体以上にも上る、その一方で政府・行政の負

担軽減の動きも進みつつあり非営利組織の自己資金調達（以下、ファンドレイズ）の

ニーズは高まっている。 

・非営利組織にとってファンドレイズは単なる財源確保にとどまらず理解共感による社

会課題の解決も図ることができる。そのためには外部に対しても説得力のある事業戦

略、組織戦略の構築・見直しが重要になる。 

・ファンドレイズには基本的な行動として７つのステップがある（具体的なステップの

内容について講義）。共通する点はまず自団体の強み・弱みを知ること。いきなり大

口ではなく、設定した目標を満たせる小口の支援から得ていくことが重要となる。 

・ファンドレイズには注意点もある。助成金等は助成内容が自身の活動内容・規模と合

致しているか、助成後の自立を念頭に置いた計画の元行われているか等がある。 

・通じて重要なことは共感と理解を得て巻き込んでいくこと、その一歩として知っても

らうための広報、会議を行う際にはお願いする/尋ねる（ask）ことを必ず行ってから

終わらせるといった心構えも重要。 

質疑応答 ・マンスリーサポーターについて詳しくご説明願いたい。 

⇒別名継続寄付者といわれる。１カ月などの一定時期に引き落としなどの形で寄付を頂

く形を指す。単発寄付とは異なり、継続した手段となる。会費制度等もこれに当たる

ほか“congrant”等のというサービスで構築することもできるのでご活用いただきた

い。 

 

スキルアップ研修の講演④概要 

題  目 多面的交付金活用をきっかけにした活動展開事例① 

日  時 2021年10月28日 15時15分 ～ 16時05分 

講  師 宮田 香司 氏 

講演要旨 ・活動の開始時に森林山村多面的交付金の活動団体として助成を受けた。助成期間中は

山作業の資機材の補助などに活用した。 

・しかしながら、交付金だけでは運営は厳しい状態であり、団体の技術向上に伴う形で

山林管理の外部依頼が増え、そちらの収益を運営に充てるように変化していった。 

・その後、管理している山林・作業道を整備し、「魅せる山林管理」を追求した。その

結果、木材の生産だけではない観光やSDGs企業とのコラボ事業が増加した。 

・活動を通じて感じた事は「重機ではなく、人に投資を」。知識と技術を基本としつ

つ、さらに経営、経理の知識を学ぶことで自立に繋げることが重要。 

・今回は経営を含めた事例を紹介したが、林業には週末林業、農業との両立、林業との

副業といったような多様な形になっている。いろいろな林業のスタイルがあるので自

分に合った林業を目指すスタイルを広げていき、林業人口の増加に繋げていきたい。 

質疑応答 ・機材を購入した時について詳しくお聞かせ願いたい。 

⇒活動当初ユンボを購入したかったが、ユンボメーカーの社長に直接お願いをした上で

リースの契約を結ぶことができた。 
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スキルアップ研修の講演⑤概要 

題  目 多面的交付金活用をきっかけにした活動展開事例② 

日  時 2021年10月28日 16時20分 ～ 16時50分 

講  師 田口 壽洋 氏 

講演要旨 ・島根県津和野町にて地域おこし協力隊の制度を活用して自伐型林業推進団体「津和野

ヤモリ―ズ」を結成。移住者が着任し、町内の山林を自伐型林業として管理を行って

いる。 

・林業を始める為にはまず作業をする山林を確保しなければならないが、このためには

安全性、丁寧な作業などといった基本的なことを守り山主からの信頼を得なければな

らない。 

・山林について地域住民の目に留まる活動を続けていった結果、地域住民との活動団体

設立（山林管理、小学生への体験授業事業）に発展した。こちらも森林山村多面的交

付金の支援を受けている。 

・関係人口定着に向けた動きも進めている。定着は収入を得ることと定義し、薪生産・

活用などのニーズを広げ販売増へつなげていく活動を行っている。また、都市住民と

中山間地域との接点を増やすツールとしてキャンプなどの遊びを取り入れた観光プロ

グラム、キャンプ場開設を実施している。 

・地域協議会に求めることとして多面的交付金の周知・拡散に加えて、活動団体への先

進事例、助成金の紹介等をぜひお願いしていきたい。 

質疑応答 ・スウェーデントーチなどの販売等はどのようになっているか。 

⇒キャンプ場の利用者の３割ほどが買っていく状況。キャンプ場は地域でお金を集めや

すいツール、１泊２日で5,000円くらいの価格としても需要がある。近くの環境を活か

して林業体験プログラムなどのアクティビティを追加することもできる。 

 

ワークショップの概要を以下に示す。 

 

スキルアップ研修のワークショップ①概要 

テーマ モニタリング調査 

日 時 2021年10月29日 9時00分 ～ 10時20分 

概 要 【Step1】モニタリング調査の未達成の事例について 

・管轄する活動組織の『モニタリング調査で調査方法や活動目標の設定で難しかった事

例』や『目標達成ができていない事例』をワークシートに書き出す。 

 

【Step2】未達成事例の対応方法について 

・４～５人１グループとなり、上記事例についてモニタリング調査の目標設定や団体へ

の指導・フォローの方法について意見交換をしながら、対応方法について整理する。 

・事例は２～３つ程度決めて、順番に検討・意見交換を行う。 

結 果 

まとめ 

・１～２年目の達成度は０％であり。現地にも確かめたところ作業内容に施業方法が合

致していなかった。解決手法として団体にヒアリングを行い、改めて活動内容に沿っ

たモニタリング方法を提案した。 

・ツバキの実の開花を目標としていたが、モニタリングの達成度が、１年目20％、２年

目30％と低い水準だった。低下の原因としてツバキの実の開花設定が高く過ぎたた

め、見直しを行った。 

・県内の活動団体全てが達成率100％を達成している。事前にモニタリング手法について

手法、実行場所を定める工夫を行っている。 

・数値目標を設定していない実行団体があった。モニタリング調査を植生調査と理解し

ており、様式を無視して結果を提示してくる。代表が高齢の方で、説明をしても理解

していただけない。現在改善点を検討中。 

・共通した意見としてモニタリングの設定が悪かったというものがあった。特に初年度
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において手法の選択や、目標数値の設定が難しいという意見があった。ガイドライン

を基に説明することで２年目以降改善した。逆に１年目で目標を達成してしまい２、

３年目の目標をどうするかという問題も発生した。 

 

スキルアップ研修のワークショップ②概要 

テーマ 持続可能な組織基盤づくり 

日 時 2021年10月29日 10時30分 ～ 11時40分 

概 要 【Step1】販売可能な森林資源（モノ・コト）について 

・自分たちの管轄する活動組織の中で、どういったものが森林資源として販売すること

ができるか。※できるだけ多く記入。 

・グループ内で共有し、そのうえで、販売できそうなモノを追加。 

 

【Step2】販売に向けた考え方について 

・４～５人１グループとなり、森林資源がどこに売れそうか、を考える。 

※前日の講演を参考に、単にモノを売るではなく、クラウドファンディング、バザー

等。各々のネットワークを活用して、どのような付加価値を付けられるか（どのよ

うな人たちに共感）してもらえるか、を考える。 

・資料をグループ内で共有し、アイデアをブラッシュアップ。 

・活動組織は３～４つ程度項目出しし、検討・意見交換を行う。 

結 果 

まとめ 

・森林からマツタケがとれる場所があるので売っていきたいが収量の安定性に難があ

る。薪が500円程度で売れるのではないか。 

・オオムラサキの生息地となっている地域での団体で、オオムラサキの保護に貢献とい

う付加価値を付けて、放置林の伐採木由来の薪等を販売価格向上が検討できる。 

・キャンプ場をやりたいという活動団体がある。首都圏から距離がある地域なので、別

の強みを出す必要がある。「薪割り、器作りからできるキャンプ場など」差別化を考

えていきたい。このようなレジャーは在日外国人の方々に受け入れられるのではない

か。 

・炭の利用について、従来は売って終わりだったが、炭を用いた土場改善について技術

を全国に伝える人材育成につなげることを検討している。 

・スウェーデントーチを行うことを検討している。また、林産品を活用した食品を出す

カフェなど。多面的事業の実行団体は自分・自分たちの地域の山を整備すればよいと

いうニーズもあり、販売戦略をなかなか考えられないという面もある。 

・認知症の症状を遅らせることを目的とした筍等を行っている団体もあるが、ネット通

販などで販売しているもの 

・イザヤカエデを活用した樹液製品を販売している団体があるが、それだけではなくイ

ザヤカエデの森林のウォーキング、樹液を採取する体験ツアーといった観光分野への

進出が考えられるのではないか。 
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2.2% 44.4% 40.0% 6.7% 6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研修全体について

とても満足 満足

普通 やや不満足

不満足 無回答

55.6% 33.3% 4.4%6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研修会全体を通しての理解度

大変理解できた 理解できた

普通 やや理解できなかった

理解できなかった 無回答

55.6% 33.3% 2.2%8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研修会全体を通しての業務への活⽤度

大変役⽴つ 役⽴つ

普通 あまり役⽴たない

役⽴たない 無回答

（３）アンケート調査結果 
次年度以降のスキルアップ研修の開催等の参考にするため、感想や要望を把握できるようアンケート

調査を配布し、その集計を行った。その主な結果、意見を以下に示す。 

 

スキルアップ研修のアンケート調査結果（研修全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=44 
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2.3% 59.1% 34.1% 4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム①プログラム全体

とても満足 満足

普通 やや不満

不満 無回答

4.5% 63.6% 31.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム①プログラムの理解度

大変理解できた 理解できた

普通 やや理解できなかった

理解できなかった 無回答

2.3% 59.1% 36.4% 2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム①業務への活⽤度

大変役⽴つ 役⽴つ

普通 あまり役⽴たない

役⽴たない 無回答

スキルアップ研修のアンケート調査結果（講演①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=44 
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4.5% 50.0% 34.1% 9.1%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム②プログラム全体

とても満足 満足

普通 やや不満

不満 無回答

4.5% 50.0% 38.6% 6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム②プログラムの理解度

大変理解できた 理解できた

普通 やや理解できなかった

理解できなかった 無回答

4.5% 34.1% 36.4% 18.2%

2.3%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム②業務への活⽤度

大変役⽴つ 役⽴つ

普通 あまり役⽴たない

役⽴たない 無回答

スキルアップ研修のアンケート調査結果（講演②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=44 
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2.3% 50.0% 31.8% 6.8%

2.3%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム③プログラム全体

とても満足 満足

普通 やや不満

不満 無回答

45.5% 38.6% 9.1% 6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム③プログラムの理解度

大変理解できた 理解できた

普通 やや理解できなかった

理解できなかった 無回答

2.3% 40.9% 25.0% 20.5%

4.5%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム③業務への活⽤度

大変役⽴つ 役⽴つ

普通 あまり役⽴たない

役⽴たない 無回答

スキルアップ研修のアンケート調査結果（講演③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=44 
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20.5% 45.5% 27.3% 6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム④プログラム全体

とても満足 満足

普通 やや不満

不満 無回答

22.7% 45.5% 22.7%

2.3%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム④プログラムの理解度

大変理解できた 理解できた

普通 やや理解できなかった

理解できなかった 無回答

18.2% 45.5% 22.7% 6.8% 6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム④業務への活⽤度

大変役⽴つ 役⽴つ

普通 あまり役⽴たない

役⽴たない 無回答

スキルアップ研修のアンケート調査結果（講演④） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=44 
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15.9% 52.3% 25.0% 6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム⑤プログラム全体

とても満足 満足

普通 やや不満

不満 無回答

15.9% 56.8% 18.2% 9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム⑤プログラムの理解度

大変理解できた 理解できた

普通 やや理解できなかった

理解できなかった 無回答

13.6% 47.7% 25.0% 2.3% 11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■プログラム⑤業務への活⽤度

大変役⽴つ 役⽴つ

普通 あまり役⽴たない

役⽴たない 無回答

スキルアップ研修のアンケート調査結果（講演⑤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=44 
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●開催について 

✓ 情報交換の場は必要なため、来年度以降もぜひ開催してほしい。 

✓ 来年度もワークショップ形式を希望する。他の状況が伺えるいい機会となった。 

✓ 事例として活発な団体の発表があり大変勉強になった。今後も同じように発表してほしい。 

●研修内容・テーマについて 

✓ 希望するテーマとしては、事業メニューとモニタリングの組み合わせ。 

✓ 竹林の利活用・処理の成功例を紹介してほしい。 

✓ 森林施業技術についての研修を希望する。 

✓ 各県の事業採択状況についての意見交換をしたい。 

✓ 優良事例の共有（活動計画書、計画図、モニタリング報告書）をしたい。 

✓ 再度モニタリングの研修をしてほしい。 

✓ 活動団体へのアプローチの方法、活動団体への適切な指導方法について。 

●その他 

✓ 初年度担当者用の研修会も希望する。前任者からほとんど引継ぎのないままの場合もあり、ま

た、基本的な事業内容の理解を深めるためとして。 

 

※表記はすべて「である調」に統一した。 
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５．森林・山村多面的機能発揮対策交付金の手引きの改訂（案）等の作成 
（１）及び（２）の調査、（４）による支援等により明らかとなった参考事例や課題等を踏まえ、現

行のモニタリング調査ガイドラインについて、改訂(案)の作成を行った。 

 

（１）記載内容の検討を行った文書等 
地域協議会や活動組織へのアンケート調査、スキルアップ研修での意見交換等から、「モニタリング

調査」に関する意見が多かったことから、より分かりやすく、利活用しやすいガイドラインとなるよ

う、記載内容の改善に向けた検討を行った。 

以下にその概要を示す。 

 

記載内容の改定方針 

改定の目的 内容 

目標の達成割合100%

を目指す 

✓ 調査の目的、必要性について追記。特に調査には活動のし過ぎによる森

林の状態悪化を回避する目的もある旨を追記。 

 

✓ 100％達成を目指して貰う旨を追記。 

 

✓ ２年目以降、数値目標を活動計画書に記載するよう記載（活動組織アン

ケート調査において「モニタリング調査の達成不十分の理由」に「初年

度であるため調査未実施」といった回答が多かったため）。 

 

✓ PDCAにより、無理のない活動計画、目標設定に変更することを推奨。 

✓ 数値目標を見直す事例として下記を追加。 

① 活動計画量に無理があった場合（事故の予防） 

② 目標設定に齟齬があった場合（過剰伐採の予防） 

 

✓ 開花率等の予測困難な数値目標は任意の目標とし、活動結果が直接反映

される目標設定を推奨。 

 

✓ 相対照度調査を追加し、照度の目安を紹介。 

 

✓ ササの被覆率調査を、下草・ササの被覆率調査とし、希少植物の育成を

目的の１つとして追加。 

モニタリング調査に

対する理解を深める 

✓ 地域協議会やアドバイザーからアドバイスを受けられる旨を追記。 

 

✓ 相対幹距比（間伐）の理解を深めるため以下の内容を追記修正。 

① 早見表をカラー化し、注釈に基準を明記し便利に使えるように 

② 相対幹距比による間伐計画の説明を単純化 

➢ 樹高成長を考慮した長期計画から、現在の樹高のみを考慮した短

期計画へ 

➢ 注意点として間伐率、間伐実施間隔を明記 

➢ 風雪害への対応として、形状比、樹冠長率を紹介 

 

✓ 各調査方法にある「タイプ：○○林」を削除（各調査方法が○○林タイ

プに限定されるとの誤解があった）。 
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（中略）

（２）ガイドラインの改訂（案）の検討 
改定方針を踏まえ、記載内容の改善案を検討した。以下にその内容を示す。 

 

モニタリング調査ガイドラインの改訂（案） 

✓ 調査の目的、必要性について追記。特に調査には活動のし過ぎによる森林の状態悪化を回避する目

的もある旨を追記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 100％達成を目指してもらう旨を追記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤字：改訂内容

赤字：改訂内容
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✓ ２年目以降、数値目標を活動計画書に記載するよう記載（活動組織アンケート調査において「モニ

タリング調査の達成不十分の理由」に「初年度であるため調査未実施」といった回答が多かったた

め）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤字：改訂内容
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✓ PDCAにより、無理のない活動計画、目標設定に変更することを推奨。 

✓ 数値目標を見直す事例として下記を追加。 

① 活動計画量に無理があった場合（事故の予防） 

② 目標設定に齟齬があった場合（過剰伐採の予防） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 開花率等の予測困難な数値目標は任意の目標とし、活動結果が直接反映される目標設定を推奨。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤字：改訂内容

赤字：改訂内容

例１，２を新設 
（変更前ガイドラインのQ&Aにあった

例示を当該箇所にも追加） 



 

183  

✓ 相対照度調査及び開空率調査を追加し、照度の目安を紹介。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤字：改訂内容
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赤字：改訂内容
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✓ ササの被覆率調査を、下草・ササの被覆率調査とし、希少植物の育成を目的の１つとして追加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤字：改訂内容
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✓ 地域協議会やアドバイザーからアドバイスを受けられる旨を追記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤字：改訂内容
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✓ 相対幹距比（間伐）の理解を深めるため以下の内容を追記修正。 

① 早見表をカラー化し、注釈に基準を明記し便利に使えるように 

② 相対幹距比による間伐計画の説明を単純化 

➢ 樹高成長を考慮した長期計画から、現在の樹高のみを考慮した短期計画へ 

➢ 注意点として間伐率、間伐実施間隔を明記 

➢ 風雪害への対応として、形状比、樹冠長率を紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤字：改訂内容
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✓ 各調査方法にある「タイプ：○○林」を削除（各調査方法が○○林タイプに限定されるとの誤解が

あった）。 

 

  

赤字：改訂内容変更前ガイドラインは将来成長を加味して伐採率を算出していたが、その場合、
密度管理図を各活動組織で取り寄せる必要があり、煩雑でもあるため、現在の樹
高からの伐採率算出に変更。 
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第６章 アドバイザーの設置及び利用体制の構築 
 

活動組織及び地域協議会が適宜技術的支援を受けられるようアドバイザーを設置し、その利用体制を

構築した。 

本交付金の活動内容に応じて活動組織及び地域協議会に対して指導・助言を行うことができる有識者

をアドバイザーに選任して都道府県ごとにとりまとめ、活動組織及び地域協議会が必要に応じ支援を受

けられるよう、支援体制や支援の申請方法を整理し、活動組織及び地域協議会、都道府県、市町村に周

知した。 

アドバイザーの設置及び利用体制の構築に向けては、アドバイザー活用の案内チラシ、アドバイザー

活用の手引き、アドバイザー登録の様式等を作成し、活動組織及び地域協議会、都道府県、市町村へと

制度への理解を促し、アドバイザー候補の推薦を依頼した。アドバイザー活用の案内チラシを以下に示

す。 

 

アドバイザー活用の案内チラシ 
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令和３年10月８日に、アドバイザーリストを都道府県、地域協議会へと送付し、運用を開始した。 

令和４年３月10日現在、登録アドバイザーは計164名であり、多岐にわたる専門分野、幅広い活動エ

リアでの登録となっている。 

 

登録アドバイザーの概要 

区分 項目 人数 

専門分野 ① 森林施業技術 124 

 ② 侵入竹の伐採・除去・利活用 59 

 ③ 森林資源の活用（木質バイオマス・炭焼き・しいたけ原木等） 82 

 ④ 他地域との交流・連携（活動内容の調整、交流・連携環境の整備

等） 

56 

 ⑤ 組織づくり（資金調達、企業連携、CSR、情報発信等） 42 

 ⑥ その他森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る活動の推進に

関するもの 

61 

活動エリア ① 全国 26 

 ② 北海道 8 

 ③ 東北 30 

 ④ 関東 29 

 ⑤ 北陸 11 

 ⑥ 東海 17 

 ⑦ 近畿 26 

 ⑧ 中国 14 

 ⑨ 四国 8 

 ⑩ 九州 16 

 ⑪ 沖縄 3 

所属 ① 会社員 44 

 ② 一社・財団法人職員 18 

 ③ NPO法人・任意団体職員 54 

 ④ 森林組合職員 17 

 ⑤ 地域協議会・都道府県・市町村職員 10 

 ⑥ 個人事業者・その他 21 

  ※１名のアドバイザーが複数の専門分野を保有、複数の活動エリアで対応可能となっている場合が

ある。 
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第７章 事業評価の方法の検討 
 

 森林・山村多面的機能発揮対策交付金における事業評価の方法について検討を行い、以下のとおり提

案する。なお、森林・山村多面的機能発揮対策に関する令和２年度行政事業レビューにおける推進チー

ムの所見を踏まえて検討した。 

 また、従来の事業評価の方法に加え、今後の中期及び長期を見据えた事業評価の方法についても検討

を行った。 

 

（１）短期評価の方法 

１）モニタリング指標を達成した活動組織の割合 

 現在の事業評価の方法について、以下の内容となっている。 

【算定方法】 

 各活動組織で設定された森林の多面的機能の発揮に関する目標（モニタリング指標）を達成した活

動組織の割合（目標を達成した活動組織数／目標を設定した活動組織数） 

【評価基準】 

 目標値80% 

 

 現在の事業評価の方法では、評価基準が目標値80%に固定されているが、100％を目指すとの考えから、

「適切な成果目標の設定」について検討を行った。 

 

【改善/対応内容】 

 モニタリング指標においては、まずはすべての活動組織が「定量的目標を設定することを目指す」

とともに、「目標を達成した活動組織の割合の目標値を100%」とする。 

 なお、台風等の自然災害により当初の目標とした森林づくりができなくなるなどの不可抗力により

モニタリング指標の目標が100%達成できない場合がある。 

 

 モニタリング指標の100%達成を目指すにあたっては、「モニタリング調査のガイドラインの改訂」

と「研修による地域協議会の指導力向上」により下記の周知徹底を図っていく。 

・希少植物の増殖など不確実性を有する目標設定は推奨しない。 

・適切な目標の設定への見直し（ＰＤＣＡ） 

・モニタリング指標の100%達成を目指すことに注力しすぎるあまり、事故や過間伐などにつながらな

いよう、留意。 

  

 また適切な目標設定と施業について、地域協議会からの指導と併せ、アドバイザーの積極的な活用

により推進する。 

  

【算定方法】 

 現在の方法と同様 

【評価基準】 

 目標値100% 
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２）地域コミュニティの維持・活性化につながる活動を行った活動組織の割合 

 現在の事業評価の方法について、以下の内容となっている。なお、当該の評価方法については、「令

和２年度 森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業」の中で検討委員会での議論を踏まえた内容と

なっているため、改変等の新たな検討は行わないものとした。 

 

【算定方法】 

 自主的に横展開を図る取組を行うなど地域コミュニティの維持・活性化につながる活動を行った活

動組織（効果チェックシート）の割合（地域コミュニティの維持・活性化につながる活動を行った活

動組織数／活動を行った活動組織数） 

【評価基準】 

 前年度の成果実績値以上（※令和元年度は目標値43%、令和２年度は目標値42%） 
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（２）中期目標 
 従来の事業評価の方法に加え、今後の中期的な事業評価の方法についても検討を行った。 

期間 成果目標 指標設定（案） 

中期① 

取組地域における地域

コミュニティの維持・

活性化、地域資源の価

値、魅力の維持･向上 

地域コミュニティの維持・活性化、地域資源の価値、魅力の維

持・向上 

（活動組織の効果チェックシートから動向を把握） 

中期② 

取組地域における関係

人口の増加 

地域外からの活動参加者数、関係人口（活動組織の効果チェッ

クシートの「関係人口の創出」に関わる項目（※令和３年度よ

り追加）から動向を把握。） 

 

１）地域コミュニティの維持・活性化、地域資源の価値、魅力の維持・向上 
 効果チェックシートの１年目と３年目の変化について分析できるようデータベース化し、情報を蓄積

していく。 

 個別の団体ごとに、活動計画の初年度の調査結果と３年目の調査結果を比較し、ポイント数が増えた

団体の比率を増やしていく。（評価基準：令和３年度実績値以上） 

 なお、効果チェックシートの全項目を対象とし、地域コミュニティの維持・活性化に関する項目とし

ては、以下の５項目を別途集計する。 

 

■効果チェックシート項目（太字下線：地域コミュニティの維持・活性化に関する項目） 

活動の広がり ① 活動組織の構成員数が増加した 
② 幅広い年齢層が協力して活動を行った 
③ 新聞や雑誌、広報誌などで活動を紹介された 
④ 他団体（活動団体、企業、自治体等）との協力関係がうまれた 
⑤ 外部（異なる集落や都市）の住民も森林整備活動に参加した 

活動の持続性 ① 構成員が森林整備のための技術や安全管理の資格を取得した 
② 森林整備のための機材や道具を使用できる構成員数が増えた 
③ 森林整備のために利用可能な本交付金以外の資金が増えた 
④ 若い世代（40歳未満）が参加しており、長期的な活動が可能である 
⑤ 本交付金終了後に森林整備活動を継続できる見込みがある 

地域貢献 
（景観） 

① 対象森林が明るくなり、見通しが良くなった 
② 活動組織の構成員以外から景観が良くなったと言われるようになった 
③ 対象森林や周辺で不法投棄されるゴミの量が減った／ゴミのない状態を維

持している 
④ 対象森林が、観光資源としても利用できるようになった 
⑤ 在来種や歴史性を考慮した地域ならではの景観を守っている 

地域貢献 
（文化・教育） 

① 対象森林が、地域の憩いの場として活用されている 
② 対象森林が、地域の子供たちの自然体験活動や学習・教育の場となっている 
③ 地域の幼稚園、保育園、小中学校のいずれかと協力関係にある 
④ 対象森林から得られた資源を伝統工芸品づくりに活用した 
⑤ 伝統文化の維持や郷土食づくりに貢献する活動を行った 

地域貢献 
（その他） 

① 鳥獣被害が軽減された（野生鳥獣の出没・侵入が減った） 
② 地域の農業と連携した活動を行った 
③ 希少動植物の保護や生物多様性の保全に貢献している 
④ 土砂流出が軽減されるなど自然災害の防止に役立った 
⑤ 特産品の開発や地域の雇用創出など地域経済の活性化に貢献している 



 

194  

２）地域外からの活動参加者数、関係人口の増加 
 効果チェックシートより「地域外からの活動参加者数（活動組織あたりの）」及び「関係人口の創出

に取り組む活動団体数の割合」を把握し、令和３年度の実績値以上を評価基準とする。 

なお、本交付金における地域の単位としては「昭和25年２月１日時点における市町村」を基本とする。 

 

（３）長期目標 
 長期での事業評価の方法については、国の統計データを活用するものとするが、長期的な見通しを立

てることが困難なため、評価基準は定めず、継続的なモニタリングを行うものとする。 

 具体的には、国勢調査（人口・世帯等）や農林業センサス（林業従事者等）といった「森林・山村に

関する統計データ」について、今後、継続的に追跡していく。 

 長期的に、全国平均と本交付金の使用地域全体平均との差異を把握し、動向・推移を確認する。その

ため、毎年度、市町村別での活動実績もとりまとめる。 
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第８章 検討委員会の開催 
 

１．検討委員会の開催概要 
森林・山村多面的機能発揮対策の内容等について専門的な見地から検討を行い、令和４年度からの次

期対策についての提言を行うため、有識者６名からなる「森林・山村多面的機能 発揮対策評価検証事

業検討委員会」を設置し、検討委員会を３回開催した。検討委員会の委員構成及び各回の開催概要を以

下に示す。 

なお、検討委員会は新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、WEB形式で開催した。 

 

森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会 委員一覧 

氏名（敬称略） 所属・役職 備考 

山本 信次 岩手大学農学部 教授 委員長 

井野 道幸 熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長  

丹羽 健司 特定非営利活動法人 地域再生機構 木の駅アドバイザー  

原田 明 一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構 コミュニティービジネ

スチーム長 

委員 

古瀬 繁範 特定非営利活動法人 地球と未来の環境基金 理事長  

三木 敦朗 信州大学農学部 助教  

〔委託者〕林野庁  〔事務局〕ランドブレイン株式会社 

 

 

各回の主な検討議題を以下に示す。 

 

検討委員会の開催状況 

回数 開催日時 開催方式 検討議題 

第１回 
令和３年11月

25日（木） 
WEB形式 

（１）令和３年度検討委員会について 

（２）令和２年度検討委員会の振り返りと本年度事業について 

（３）令和４年度以降に向けた本事業の方向性について 

（４）その他 

第２回 
令和４年１月

18日（火） 
WEB形式 

（１）第１回検討委員会の振り返り 

（２）事業の成果と課題 

（３）モニタリング調査ガイドラインの改定 

（４）事業の評価方法の検討 

（５）その他 

第３回 
令和４年３月

４日（金） 
WEB形式 

（１）第２回検討委員会の振り返り 

（２）令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策 

   についての提言（案） 

（３）モニタリング調査のガイドライン改訂版（案） 

（４）事業の評価方法（案） 

（５）本事業に係るセミナー等の開催結果報告 

（６）その他 
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２．検討委員会での主な議論 
（１）第１回検討委員会での主な意見等 

検討議題 主な意見等 

令和２年度検討委

員会の振り返りと

本年度事業につい

て 

✓ 交付金終了後の活動縮小や終了が一つの課題と捉えられる一方で、間伐後

しばらくは間伐の必要がないケースもあるため、このような事例では無理

に活動継続する必要もない。そういったケースもあるという事を認識した

うえで適切に評価する必要がある。 

✓ 森林整備に関する知識や森林環境・生物多様性への理解が深まったことに

ついて、これはモニタリングの成果であると考える。地域づくり、交流、

資源利用については、これから徐々に効果が出てくるのではないか。 

✓ これまでの取組で基本的な森林整備については成果が上がっており、地域

づくりや資源利用の向上など守り（保全）から攻め（活用）に転じつつあ

ると感じた。 

✓ 活動組織の継続性について、活動組織は大きく分けて２タイプある。①コ

ミュニティ的に地域を守るために行う活動組織、②ＮＰＯ等、森林保全を

生業とする活動組織。活動が自立しなければならないのは後者であるが、

前者は自立しなければならないわけではない。そこを分けて評価する必要

がある。 

✓ 地域コミュニティ的な活動組織に自立性を押し付けても里山保全は進まな

い。多額ではないけど長く支援し続けるという形式も重要ではないか。 

✓ モニタリング調査を実施することで、目標を持ち、理論的に作業するとい

うことが進んでいる。地域コミュニティ的な活動組織でこれまで経験的に

作業をしてきた人々に対しても具体的な作業のイメージが共有化されたの

も良かった。 

✓ 現場で実践をしている人がアドバイザーに多いと感じる。地域協議会等か

らの推薦だけでは、もともと地域にいなかった専門家の名前が出にくいの

ではないか。 

✓ 林業普及指導員、アドバイザーが有機的につながると、それぞれの使い分

けがうまくできるのではないか。地域協議会が県の担当に繋げられる関

係・合意等があれば良い。 

✓ これまでのイメージは活動組織へのアドバイスを考えていたが、地域協議

会向けのアドバイスもあっていいのではないか。 

✓ スキルアップ研修等について、今後もWEB形式を併用する事で参加者数も増

えるのではないか。 

令和４年度以降に

向けた本事業の方

向性について 

✓ 事業の課題としては、活動組織の事故防止が弱い。そこに踏み込んでいく

必要がある。 

✓ 作業等の慣れからくる慢心などが要因となり、けが予防をしっかりしない

と、事故が増加する時期なのではないかと懸念している。 

✓ 森林ボランティアが盛んになった頃は木も若かったが、今は大きくなって

きている。そんな木を切ったことが無い地域の人が切ることはとても危険

である。 

✓ 公的事業であるため、安全対策をしていなければ事業を採択しない、とい

うような対策が必要なのではないか。 

✓ アンケート結果からの課題としては、書類作成の手間がかかるということ

なのではないか。書類の作成は必要な事ではあるが、それぞれの団体がSNS

で広報しているものを記録と兼ねるなどといったこともできるのではない

か。 

✓ 事務処理簡素化についてはネットでクリックすれば済むようなやり方もあ

り、簡素化は引き続き検討が必要。 

✓ 事務の簡素化について、NPOの中間支援的な立場からすると有給職員が少な
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いのでそういった事が負担になる。一般的な環境ボランティアでも高齢化

が課題になっている。 

✓ 森づくりフォーラムが出しているヒヤリハット事例をこの事業で共有する

など横の繋がりも必要ではないか。 

✓ 活動組織にはNPO的なものと地域コミュニティ的なものがあるということを

踏まえた事業の方向性も加えておくべき。 

✓ 活動組織が作業するモチベーションを保ちつつ100％達成できる妥当な目標

をいかにマニュアルで誘導していくのかが難しいところではないか。 

 

（２）第２回検討委員会での主な意見等 

検討議題 主な意見等 

事業の成果と課題 ✓ 安全対策については根深い問題である。森林保全団体や専業林家の方には

周知されつつあるが、自分の裏山を整備している高齢の農家などの兼業林

家には伝わっていない現状もある。 

✓ 内閣府が行っている地域運営組織づくりや、そのための小さな拠点づくり

といった事業との連携を打ち出すことはどうか。本交付金を活用する事で

地域課題の解決や地域内雇用の創出、運営組織の基盤強化にも繋がると考

える。 

✓ 関係人口創出や新たなコミュニティづくりのため、SDGｓに関心のある企業

や教育機関に働きかけるような動きが打ち出せないか。従来森づくりにか

かわってこなかった企業もSDGｓをきっかけに関心を示しているという話も

聞いている。 

✓ SDGｓを絡めた関係人口のマッチングの取組については、45の地域協議会が

個別で取り組むよりも全国的に取り組む方がプロモーションやマッチング

の上で効果が高いのではないかと考えている。 

✓ モニタリング調査の制度やそれによる科学的な森づくりができている事、

また、今までの林業施策の大きな柱である作業効率向上だけではなく地域

コミュニティ重視で森林整備を行ってきている点は成果と考える。 

✓ 現在の関係人口創出メニューは事前に地域外の方がどのくらい参加するか

が要件となっているが、そこが事前に判明しているのは拡大と言えないの

ではないか。活動を通じた関係人口の創出に対してインセンティブを与え

るような形でメニューを拡大できないか。 

✓ 関係人口創出メニューをより活用するためには事前に把握している関係人

口だけではなく、拡大していく事に対して交付金が使えるような仕組みが

あると良い。 

✓ 若い世代や地域外の方が新しい取組をしたいと考えている中で、活動組織

が既存の計画書のPDCAにあてはまる活動しかできないと思い込んでしまう

と、新しい創意工夫等が生まれなくなってしまうのではないかと懸念して

いる。 

✓ PDCAというのは事業を改善・進化していくためのプロセスであり、活動団

体が自らの目的や手法を硬直化して捉える、もしくは中間支援団体が硬直

化した指導をしないようにしていくというところで、事業の成果と課題の

中で盛り込んでいただきたい。 

モニタリング調査

ガイドラインの改

定 

 

✓ 希少植物の増加具合は、目標としては構わないがモニタリング指標には向

いておらず、その代わりにそれを実現するための必要条件である林床の光

条件の改善についてのモニタリング調査にするほうがよいという旨をマニ

ュアルに明確に示すべき。 

✓ 活動団体の創意工夫を削がないためにも、良い方法は標準化し、こちらか

ら絶対にこうでなければいけないということも言わないようにするべき。

ただし、活動団体の調査が科学的で適切であるかは地域協議会のほうで判
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断してもらい、マニュアルのほうでも高度な調査についての注意喚起や代

替案の提示をするべきである。 

✓ 相対照度については高い数値のほうがより良いと誤解が出てくると、逆効

果になってしまう懸念もある。可能であれば、数値を超過して良くない結

果となってしまう例も示していただけると良いのではないか。 

✓ 開化のための複数ある条件の中で１つでも改善できていれば良いという考

えのもとで設定せざるを得ないのではないかと考える。実現しようとして

いる目標林型に至るための条件改善が確実になされているかをチェックす

る、というように単純化して説明するほうがよいのではないか。 

✓ モニタリングの改訂版に様々な手法も載せるが、自分たちがやってみたオ

リジナリティの手法にスポットを当てて引き上げることはできないか。 

✓ 全国各地で活動が実施されている中で色んな手法が出てくることは期待し

歓迎したいが、ある程度チェックは必要である。 

事業の評価方法の

検討 

✓ 関係人口タイプの関係人口のみで事業を評価すると、低く出てしまう場合

がある。しかし構成員のなかにも地域外人口の方がおり、地域外から地域

を支える人が多い。 

✓ 森林活動団体のレベルアップが求められる一方で、地域コミュニティ的な

活動組織の活動が、目的志向的なNPO団体の活動とイコールになりえないこ

とも本交付金の難しいところである。しかし、地域の中で活動している

人々を漏れなく支援しつつバージョンアップの機会を与えうるという点が

本交付金の素晴らしいところであり、全体の下支えをしていると認識して

もらいたい。 

 

（３）第３回検討委員会での主な意見等 

検討議題 主な意見等 

令和５年度以降の

森林・山村多面的

機能発揮対策につ

いての提言（案） 

✓ 企業は、社会貢献やCO2削減などで森づくりに関心を寄せているところだと

考えるため、この事業に参加している団体にそうしたニーズの受け皿になっ

ていただくことを呼び掛けるのは重要なのではないか。 

✓ 森づくりの現場と企業を繋ぐ中間支援の役割は重要であり、企業の森づくり

制度を単に活動組織へ紹介するだけでは形にならず、地域協議会が、中間支

援団体との調整、現場視察、企画案を一緒に作っていくという事もやらなけ

れば上手くいかない。 

✓ 日本の森林の課題は植林ではなく、いかに整備して元気な森にするかどうか

というのを、企業の担当者レベルの方々には理解してもらえるが、そこから

上の方になると難しい。 

✓ 企業としては植林の方がPRになるといった面もあるが、そこを上手く現場の

力と繋ぎ、お金を引き出すような仕組みを検討することが、関係人口の増加

や企業の巻き込みの点では重要になると考える。 

✓ 本交付金事業によって、山に向き合う人の増やし方のメニューを、環境や文

化、あるいは関係人口・地域づくりの分野まで広げられた事は成果である。 

✓ モニタリング調査によって、それまで行われていた経験則的な山仕事ではな

く、目標林型などバックキャストができるような形で科学的・数値的に森づ

くりができるようになり、地域や所有者の山を、責任を持って健全な山にす

るにはどうしていくかを考えていこうというものになったと思う。 

✓ 事業の総括や成果を見ると、まさに多面的な活動になってきたのだなと感じ

ている。 

✓ 本交付金によってお金が付くというインセンティブがつくことでモニタリン

グ調査をやらなければいけないという流れが一気にできたと感じている。 

そこから５年が経過し、目標林型など活動の目標を設定するという事が当た

り前になってきた。そのため、本事業が各活動組織を大きく変革する機会と
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なったと考える。 

✓ 山林の課題として、地域外の人々にとっては土地所有者がわかりにくいとい

うことがある。調べ方や、隣の森林の所有者の調べ方、境界確認、挨拶など

地元の人にとって当たり前なこともなかなか難しい。 

✓ 我々は地元側から発信して外から来てもらうというケースをイメージしてい

たが、外側から地元への働きかけで地元とつながるという双方向があり、そ

ちらへの言及が足りなかった。 

✓ 交付金を活用しながらも外の人間が持ってくる企業の寄付は重要な活動資金

になってくる。地域の活動組織と外から入ってくる団体がうまく連携してい

くのが重要であると思う。 

✓ 本交付金の事務手続きについて、どこにどのような形でデータをやり取りし

てもらうのかというところは見直す余地がある。評価側・事務局側がどうす

れば中間支援団体や活動組織の負担軽減ができるかを検討する必要がある。 
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第９章 令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策に向けた提言 
 

 令和５年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策交付金について、地域協議会及び活動組織へのアン

ケート調査、ヒアリング調査、効果チェックシート等を踏まえるとともに、「森林・山村多面的機能発

揮対策評価検証事業 検討委員会」での議論を経て、以下のように整理した。 

 なお、森林・山村多面的機能発揮対策に関する令和２年度行政事業レビューにおける推進チームの所

見を踏まえて、本交付金に係る平成29年度から令和３年度までの５年間の取組の成果及び課題をとりま

とめ、あわせて今後の対応の方向性について提案するものである。 

 

（１）本交付金による成果 

１）森林の多面的機能の発揮への貢献 
 本交付金事業による活動組織の活動により、森林の有する多面的機能の維持・改善がみられる。 

【成果まとめ】 

➢ 森林整備が進んだ 

➢ 森林景観が改善された 

➢ 地域の希少動植物が保全・再生された 

➢ 台風等による風倒木が処理された 

➢ 竹林の拡大が防止された 

➢ 森林を観光資源としても利用できるようになった 

➢ 鳥獣被害が軽減された（野生鳥獣の出没・侵入が減った） 

 

２）活動組織の技術力等の向上 
 森林整備を通じて、施業に関する作業技術や安全意識、森林環境・生物多様性への理解が深まった。 

 また、モニタリング調査の実施により、専門的知識を理解し、森林施業の現状を客観的な数値で考え

る（科学的な森づくりを行う）素地が身についてきている。 

【成果まとめ】 

➢ 森林環境や生物多様性に関する理解が深まった 

➢ 森林作業に関する安全意識やスキルを取得した 

➢ 林業機材の取扱技術が向上した 

➢ 森林管理・施業に関する知識や技術の習得が進んだ 

➢ 木材や特用林産物の生産技術が得られた 

 

３）地域の維持・活性化 
 従来の林業施策だけではなく、「地域コミュニティ重視」で森林整備を行うことができ、森林整備を

通じて地域づくりに貢献している。 

【成果まとめ】 

➢ 本交付金を契機に活動組織が組成された 

➢ 交付金終了後、活動を継続することができる組織ができた 

➢ 幅広い年齢層による協力のもと活動が行われた 

➢ 地域コミュニティ内の既存の人間関係が強化された 

➢ 地域外関係者が活動に参加し、人間関係が広がった 

➢ 地域に根ざした林業従事者が生まれた（自伐型林業家など） 

➢ 森林をフィールドとする活動組織や企業との交流・協力関係が生まれた 

➢ 森林や林業に関する行政関係者、組合との関係構築が進んだ 

➢ 森林が地域の憩いの場として活用されるようになった 

➢ 森林が地域の子どもたちの自然体験活動や環境教育の場となった 

➢ 地域の幼稚園、保育園、小中学校等と協力関係ができた 

➢ 林福連携の取組が行われた 

➢ 地域の農業と連携した活動が行われた 
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➢ 新たな地域の雇用が創出された 

➢ 六次産業が創出された 

➢ 活動が新聞や雑誌、広報誌などで紹介された 

➢ 森林から得られた資源が伝統工芸品づくりに活用された 

 

 

（２）本交付金における課題 

１）作業の安全確保 
活動組織の技術が向上する反面、作業の慣れからくる慢心や大径木の増加、関係人口創出・維持タイ

プの活用による新規メンバーの参画などによる災害発生が懸念される。 

活動組織からは、「安全に作業するための安全講習や指導」、「チェーンソー等の機器類の安全操作

およびメンテナンス技術」、「暑さ対策や事故対策など、保健・安全面での環境整備」が継続的に活動

を行っていく上で必要だと思う技術、取組として挙げられているうえ、重大災害を起こした活動組織も

あり、一層の安全対策が必要である。 

 

２）地域協議会における支援能力の差 

特定分野（森林施業、生物多様性、景観等）の技術支援を担う人材がいない地域協議会がある等、地

域協議会間における支援能力に差があり、支援能力の底上げ、意識の共有が必要である。 

また、地域協議会より、他の地域協議会の対応状況が知りたいなど、地域協議会同士での意識の共有

を望む意見もあり、情報交換・情報共有を行う場が求められる。 

 

３）活動組織メンバーの高齢化 
活動組織メンバーが高齢化している傾向にあり、継続的な（数年後も）活動実施を担える人材がいな

いため、交付金終了後に活動が継続できない活動組織が存在する。また、活動への多世代参画を求め、

新規メンバーを募集している活動組織もあるものの、新規メンバーの確保までは結びついていない活動

組織がある。 

若い世代や地域外の方などの新規メンバーによる新しい創意工夫等が既存の取組へと柔軟に受け入れ

られる環境づくりが求められる。 

 

４）事務負担 
事務手続き資料の作成に苦労している活動組織が多く、申請書や年度末書類の提出が活動組織にとっ

て作成等の負担になるだけでなく、地域協議会にとっても確認・審査・訂正等の事務負担に膨大な時間

と労力を要する業務となっているため、事務負担の軽減化が求められる。 

 

５）モニタリング調査のガイドライン 
モニタリング調査結果報告書では、約20％が目標未達成（達成度79％以下）であり、また、数値目標

を記載していないため目標達成を判別できない（定量的な記載がない）団体が約10％存在する。 

モニタリング調査において、ガイドラインが活用されているが、林野庁の意図しない汲み取り方をさ

れる（誤解を招いている）ケースもある。 

モニタリング調査については、一部の活動組織と地域協議会間においてその目的や必要性の理解や目

標設定に対する共通認識が図られていないケースもあり、調査自体を着実に行えることができていない

活動組織が存在する。 

上記の現状より、目標達成に向けて活動組織が取り組みやすく、ガイドラインが適切に利用される働

きかけが求められる。 
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（３）成果と課題を踏まえた対応の方向性 
 以上を踏まえ、今後の対応の方向性について、以下のとおり提案する。 

 

１）安全対策の徹底 
 作業の安全確保について、林野庁ではこれまでも、本交付金申請採択における作業安全規範チェック

シートの提出等の要件化、担当者会議や研修等での指導・注意喚起の適時実施を行っている。一方、本

交付金申請採択において、安全講習については技術講習との選択制となっている。安全対策をより一層

強化するため、従来の取組に加え、安全講習の採択要件化を検討していく。 

 また、地域協議会による安全活動の状況を把握し、指導助言をすることにより、活動組織の安全対策

の充実が図られるように今後も継続して促していく。 

 

２）地域協議会における支援能力の向上 

① アドバイザー制度の活用の推進 

地域協議会における支援能力の差はアドバイザー制度により一定程度補完できるため、アドバイザー

の充実が図られるよう、今後も継続して都道府県、市町村、地域協議会に対して候補者の推薦依頼を行

うとともに、アドバイザーの活用事例を収集し地域協議会及び活動組織と共有するなど、積極的な活用

に結び付くような工夫を行う。 

 

② 地域協議会間の情報共有の場の創出 

 地域協議会が抱える課題の解決や優良事例の横展開を図るようにするため、今後も継続して地域協議

会スキルアップ研修等において地域協議会間の情報共有・意見交換の機会を設け、知見の付与や意識の

共有を図っていく。また活動組織への支援を充実させるために地域協議会として必要な知見、情報を整

理する。 

 

３）地域の活性化につながる新たな人材の確保・育成 
① 関係人口創出・維持タイプの運用の充実化 

地域の活性化に向けて令和３年度より「関係人口創出・維持タイプ」が創設されており、この取組が

今後の拡大していくようにするため、運用状況及び課題などを把握していく。 

 また、「関係人口創出・維持タイプ」について、地域外関係者との事前調整が完了していることが採

択要件となっているが、交付金採択後の活動を通して地域外関係者との関係構築を図る取組に対して支

援できるように検討していく。 

 

② 活動を発展させる取組の柔軟な受入れ 

 関係人口創出・維持タイプの活用により地域住民に加え若い世代の地域外関係者が参画することによ

り活動組織の取組の充実が期待される。 

本交付金の助成の範囲外においては、既存の活動計画に縛られることなく柔軟に対応できることを活

動組織に周知するとともに、地域協議会においても活動組織に対し硬直化した指導をしないように指導

していく。 

また、活動組織が幅広く地域の活性化に寄与することを期待して、本交付金以外の支援事業を整理

し、地域協議会を通じて活動組織へ情報提供することを検討する。ただし、１つの事業に対して二重の

国庫支援を行えないことに留意する。 

 

③ 企業等との連携に向けたマッチングの促進 

 SDGsを契機として企業等の森林づくりへの関心が高まってきており、企業等との関係構築に結びつけ

る一つの視点として活用できることを、地域協議会や都道府県に周知していく。 

 また、企業や他の団体（NPO法人や学校等）の森づくり活動への参画を推進する地方公共団体の制度

（企業の森づくり制度）やサポートを行う中間支援団体（森づくりコミッション等）と、地域協議会と

の連携が図られるよう検討していく。 
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４）事務負担の軽減化 
 林野庁では、事務手続きの省力化に向け、活動組織と地域協議会から意見を聴取して軽減化を図って

おり、引き続き意見聴取を行い、対応について検討していく。 

 

５）モニタリング調査ガイドラインの改定 
 引き続きガイドラインをより利用しやすいように記載の工夫等を検討するとともに、研修会等におい

てガイドラインを説明し理解を深めてもらうなど、その普及を行う。 

また、モニタリング調査に関する創意工夫を共有するために、活動組織による独自調査手法（科学的

な森林づくりの創意工夫）の事例集を掲載することも検討していく。 

 

 

（４）総括 
本交付金により、平成29年度から令和３年度までの５年間の中で、森林の多面的機能の発揮やそれら

の担い手の技術力向上、活動を通じた地域の活性化など、十分な成果があったと考えられる。 

 また、令和３年度からは、関係人口創出・維持タイプの新設やアドバイザー制度の運用開始など、新

しい取組が実施されており、それらについては、今後の成果が期待できるとともに、さらなる活用と制

度改善に向けて情報収集をしていく必要がある。 

 今後とも、本交付金の特徴を活かした取組を促進するためには、本交付金で得られた成果をさらに伸

ばしていくとともに、課題へと対応し、施策の企画や推進に反映していくことが必要である。 

 

 

 


